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　本稿の課題は，Ｉ　ＢＭ杜の戦後の組織変革をたどっ てみることである 。

　この課題を果たすために，本題に入るに先立って，まず２でＩ　ＢＭ杜の成立

から今目に至るまでの発展遇程を主として数量的な側面から概観し（本誌，第

３１巻第４号），さらに一当杜の現在の経営構造を概観した（本誌，第３１巻第５ ・６合

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７１）



４６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

併号）。

　以上の作業を前提として，これから本稿の主題に入ることにする。すなわち ，

以下，先に３であきらかにした現在のＩ　ＢＭ杜の経営構造を念頭におきながら ，

それが第２次大戦後どのように彩成されてきたか，とりわげその組織構造がど

のようた変革過程を経て今目に至っているのか，についてあきらかにしていく

ことにする 。

　このような作業の第１段階として，本章では，まずＩ　ＢＭ杜がそれまでのパ

ソチヵ一ト ・ンステム事業に基礎をおく企業から新しい コソピュータ事業に基

礎をおく企業へ転換する１９５０年代の変革をあきらかにしていくことにする。こ

の時期は，すでにあきらかなように，コソピ ュータの「世代」規定からすれば，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
その「第１世代」に相当する時期である 。

　以下，まず〔１〕でこの時期の組織構造の変革の基礎にあった事業構造の変化

を概観し，〔２〕で組織構造の変革の内容を具体的にみていくことにする 。

　　１）本稿（１），本誌，第３１巻第４号 ，１９８２年１０月 ，８２～８３ぺ一ジ図１を参照 。

〔１〕１９５０年代におげる事業構造の変化

　（１）　コンピュータ事業への進出と市場支配

　すでに２の（３）でのべたように，第２次大戦後に急展開するコソピュータ産業

の歴史は，１９５１年，Ｉ　ＢＭ杜と同じく事務機器産業に属し，バソチカード ・シ

ステム事業において直接競争相手の立場にあったレミソトソ ・ラソト杜（Ｒｅ －

ｍｍｇｔｏｎ　Ｒａｎｄ　Ｉｎｃ）が，世界最初の コソピ ュータ ，ＥＮＩＡＣ（Ｅ１ｅｃ倣ｏｍｃ　Ｎ舳ｅ －

ｎｃａｌ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｏｒ　ａｎｄ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔｏｒ）を完成したモークリィ（Ｍａｕｃｈｌｙ，Ｊ．Ｗ．）とエッ

ヵ一ト（Ｅｃｋｅｒｔ，Ｊ　Ｐ）が引き継き開発を進めていた新しい コソピ ュータＵＮＩ －

ＶＡＣ（Ｕｎ．ｖｅｒｓａｌ　Ａｕｔｏｍａｔ・ｃ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ）の開発資金をバックアッ プし，これを世

界最初の商品としての コソピ ュータＵＮＩＶＡＣ　Ｉとして国勢調査局へ納入した

ことによっ て， その幕が切って落された 。

　Ｉ　ＢＭ杜についていえぱ，それまでのところで，すでに１９４４年にはハーバー

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７２）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（３）（坂本）　　　　　　　　　　　　４７

ト大学の物理学者エイケン（Ａ・ｋｅｎ，Ｈ　Ｈ）をハヅクァヅ プしてＭａｒｋ　Ｉと口乎ぱ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
れた，最初の自動逐次制御方式の計算機（Ａｕｔｏｍａｔ．ｃ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｕｅｄ　Ｃａ１ｃｕ －

ｌａｔｏｒ 略してＡＳＣＣ）　　ただし演算素子にまだ真空管を使用しておらず，電磁

リレーを使用しており ，また記憶装置に電気機械的部分をのこしていた　　を

完成させ，また コロンヒア大学のエッ カート（Ｅｃｋｅｒｔ，Ｗ　Ｊ）をバックアッ ブ

して ，１９４８年にＳＳＥＣ（Ｓｅ１ｅｃｔ・ｖｅ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　Ｅ１ｅｃｔｒｏｎ・ｃ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔ◎ｒ）と呼ばれるコ

ソピ ュータを完成させていた。しかしＩＢＭ杜杜長ワトソソ１世（Ｗａｔｓｏｎ ，

Ｔｈ
．，

工， ＳＬ）は，このように先駆的に コソピ ュータ開発計画をバックアッ プし

ながらも，そのような大規模で高価な機械が事務用機器として普通のオフィス

に普及しうるとは考えず，その商品化にはそれほど熱意を示さなかった。この

ことは，１９４６年にＥＮＩＡＣを開発した上述のモークリィ とニッ カートが，その

後ベソシノレヴァニア大学をやめて，コンピ ュータ開発に専念するためにつくっ

た会杜（それは当初Ｅ１ｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏ１Ｃ０ｆｐｏｒａｔｉｏｎと命名され，まもたくＥｃｋｅｒｔ－

Ｍａｕｃｈ１ｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃｏ と改名されている）を，１９４９年ころ，当時進めていたＵＮＩ －

ＶＡＣ開発の資金難のため，まずＩ　ＢＭ杜に買収して欲しいと申し入れたとき ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ワトソソがこの中し入れを断ったことに端的に示されている 。

　こうしてＩ　ＢＭ杜は，１９５０年代に入るまで コソピ ュータの商品化には消極的

であ ったが，すでにのべたように，はじめにＩ　ＢＭ杜にその買収申し入れのあ

ったニッ カート ・モークレイ ・コソピ ュータ杜が結局１９５０年競争会杜 レミ；／ト

ソ・ ラソド杜によっ て買収され，そこで開発中だ った新しい コソピ ュータが

１９５１年，歴史上最初の商品としての コソピ ュータＵＮＩＶＡＣ　Ｉとして登場する

に及んで，Ｉ　ＢＭ杜の コソピ ュータ事業への対応も急速に転換していくことに

たっ た。

　１９５２年，Ｉ　ＢＭ杜ではそれまで コソピ ュータ事業への進出（コソピュータの商

品化）にそれほど熱意をもっ ていなかったワトソソ１世にかわ って，その将来

性を強く認識していたワトソソ２世が杜長に就任したが（１世は会長に移行） ，

この新杜長ワトソソ２世の主導の下で，１９５３年，ＵＮＩＶＡＣ　Ｉから２年遅れる

ことになったが，　Ｉ　ＢＭ杜もはじめての商品としての コソピ ュータＩＢＭ７０１

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７３）



４８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
を世に送り出し，コソピ ュータ事業に進出することになった 。

　このＩＢＭ７０１は，Ｉ　ＢＭ杜としては先に開発したＳＳＥＣにくらべて演算

遠度は約２５倍，大きさは４分の１と，大きく進歩した技術内容をもつものとた

っていた。しかし，先に出たレミントソ ・ラソド杜のＵＮＩＶＡＣ　Ｉとくらべ

てみると，その性能はまだそれに及ぶものとはなっていなかった。また，その

設計も ，ＵＮＩＶＡＣ　Ｉが学術研究用だげではなく ，広く事務用にも使用できる

ように工夫されていたのに対して，７０１の方はもっぱら学術研究用に設計され

ており ，オフィス向げにはつくられていなかった。こうして，Ｉ　ＢＭ杜はとに

かく２年遅れて，先発ＵＮＩＶＡＣ　Ｉへの対抗機を世に送ったが，この時点で

はコ：／ピ ュータ開発のほとんとの面で，Ｉ　ＢＭ杜はレミントソ ．ラソド杜の後
　　　　　　　　　　　５）
塵を拝する立場にあった 。

　事態の深刻さを認識していたワトソソ２世は，レミソトソ ・ラソド杜に追い

つき，しのぐために，あらためて全杜あげての製品開発と販売力の強化に取り
　　　６）

組んだ 。

　製品開発については，２つの方向から進められた。１つは，すでに導入され

た７０１を発展させる方向であり ，それはさらに７０１に欠げていた　般事務用の

機能を発展させる方向と，７０１がそなえていた学術研究用の機能をより’層強

化する方向で進められた。印』者の方向では１９５５年に７０２，さらに１９５６年に７０５

が導入され，また後者の方向では１９５５年に７０４が導入された 。

　製品開発のもう１つの方向は，既存のパンチカード ・システム事業の延長上

で進められた。先にのべたように，Ｉ　ＢＭ杜は既存のバソチカード ・システ

ムの電子式化に精力を注ぎ，１９４６年より６００シリーズと乎ぱれる電子式計算機

（パソチヵ一ド ・システムの１部分機械）を導入して好評を博していたが，この６００

シリースの延長線上で，これに周辺装置をつげ，その コソピュータ化を計る

方向がもう１つの製品開発の方向であった。この方向では，１９５５年に６５０と

呼ぱれるコソピ ュータが導入された。この方向は，上の７００ンリーズの展開が

まだ不安定な１９５０年代前半段階において，７００ンリースヘの継なぎ方策として

　　もし７００シリーズの展開が成功しなげれば６００シリーズの顧客はいずれも

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７４）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（３）（坂本）　　　　　　　　　　　　４９

ＵＮＩＶＡＣかその他の参入企業の機種に流れてしまうことになる　　打ち出さ

れたものであ っが，結果的には６５０は，顧客サイドからは，新奇で不慣れな ，

しかも高価な他の機種よりも，これまで慣れ親しんできたものの発展機種とし

て低抗なく受け入れられることになり ，爆発的な好評を博することにな った 。

　こうして，Ｉ　ＢＭ杜は，コソピ ュータ事業への進出においてはレミソトソ ・

ラソド杜に対して２年の立ち遅れがあ ったが，１９５３年７０１の導入以降その巻き

返しは急速で，とくに１９５５，５６年における７０４と７０５，および中型 コソピ ュー

タ６５０の導入の結果，形勢を一拠に挽回して，たちどころに圧倒的な市場支配

を確立することになった。この問の事情を，１９５０年代前半から中期にかけての

コソピ ュータ銘柄別の累積設置台数推移によっ て示してみると ，表１９のとおり

表１９１９５０年代前半におげる銘柄別 コンピ ュータ設置台数推移

銘　　柄　　名

営業外コソピュータ

ＵＮＩＶＡＣ＿１

ＣＲＣ＿１０２

ＩＢＭ＿７０１

ＭＩＮＩＡＣ

ＵＮＩＶＡＣ－Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ

ＡＬＷＡＣ

ＥＩＥＣＯＭ－１２０

ＤＡＴＡＴＲＯＮ

ＩＢＭ＿６５０

ＩＢＭ＿７０２

ＢＥＮＤＩＸ　Ｇ＿！５

ＥＩＥＣＯＭ＿１２５

ＩＢＭ＿７０４

ＩＢＭ＿７０５

ＲＥＡＤＩＸ

ＬＧＰ＿３０

ＢＩＺＭＡＣ

ＭＯＮＲＯＢＯＴ－ＭＵ

合　　　　計

！９５０年　　１９５１　　１９５２　　１９５３　　１９５４　　１９５５　１９５６

６　　１２　　６　　１２　　６　　１２　　６　　１２　　６　　１２　　６　　１２　　６　　１２

月　月

４　　６ １１　１７　　　２０□３３　　　３９　４５　　　４７　４９　　　４９　５０　　　５１

１３　４６　８１０１４１９２６３２３９
　１　　　３　　６　　　１１　１４　　　１６　１８　　　２０　２２　　　２４

　　　　　１　４８１２１６１９１９１９
　　　　　　　１　２　　２　２　　２　３　　３

　　　　　　　１２　３５１０１４１９
　　　　　　　　１　　２　３　　４　５　　６

　　　　　　　　２　　３　４　　５　６　　６

　　　　　　　　　　７　１３　　　２０　３４　　　５６

　　　　　　　　　　１　７２　　１８４３５１　　５６６

　　　　　　　　　　　３　１０１４　１４

　　　　　　　　　　　　１　　４１０　２５

　　　　　　　　　　　　　　１　２　　３

　　　　　　　　　　　　　　１１７　３２

　　　　　　　　　　　　　　１３　３８

　　　　　　　　　　　　　　　１　　４

　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　」４６！０１２２！２７４６６４８４１０７ｉ２０５３５５１・９３９１５

（注）銘柄ごとの企業名については後掲表２３を参照されたい 。
（出所）　 日本電子工業振興協会『米国の電子計算機工業（前編）』ユ９５９年１ユ月 ，４６ぺ一ソ第１７表より作成。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７５）
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である 。

　この表によっ て， まず レミソトソ ・ラソド杜のＵＮＩＶＡＣとこれに対抗する

Ｉ　ＢＭ杜の７００シリーズの設置状況をみてみると ，１９５５年１２月にはＵＮＩＶＡＣ

３６台に対して７００シリーズ３０台であったものが，１９５６年１２月にはＵＮＩＶＡＣ５８

台に対して７００シリーズが１０３台となり ，７００シリーズがＵＮＩＶＡＣを大き

く逆転することにた った。さらに，もう１つの製品ライソである６５０について

みてみると，その設置台数の伸びは驚異的ともいうべきもので，導入１年後の

１９５５年１２月には１８４台に達し，さらに１年後の１９５６年１２月にはその３倍以上の

５６６台にまで達することにな った 。

　こうして，７００シリーズおよび，とりわげ６５０の驚異的な普及の結果，Ｉ　Ｂ

１〉［杜は１９５６年１２月には，当時アメリカでの コソピ ュータ総設置台数９１５台のう

ちの実に６６９台，すなわち７３劣の市場シ ェアを占めることにな ったのであり ，

コソピュータ事業への進出４年目にして，かつてパソチカート ・ンステム事業

で確立していたと同じようなガリバー的な市場支配体制をつくり上げることに
　　　　　　　　７）
たっ たわげである 。

２）「自動逐次制御（Ａｕｔｏｍａｔ１ｃ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏ１）方式」とは，あらかじめプ ロ

　グラムされた命令にしたがって ，自動的に演算処理が行われるようにな っている

　こと。す匁わち，あらかじめ一連の数学的観則を覚え込ませておいて，あとから

　新しいデータが入れられると ，その規則にしたがってデータの処理が自動的に行

　われるようにな っていること 。

　　一般に，それまでの普通の計算機（Ｃａ１ｃｕユａｔｏｒ）と区別される新しい電子計算

　機，すたわち コソピュータ（Ｅ１ｅｃｔｒｏｍｃ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ）の特徴は，上のような自動

　逐次制御方式という要素と ，さらにプ ログラム 内蔵（蓄積）（Ｓｔｏｒｅｄ　Ｐｒ０９ｒａｍ）

　方式および電子回路という ，３つの要素をそなえていることとされている。プ 目

　グラム内蔵方式という点は，１９４５年，プリソストソ大学局等研究所のフォソ ・ノ

　イマソ（ｖｏｎ　Ｎｅｕｍａｎ　Ｊ）　がＥＤＶＡＣ（Ｅ１ｅｃｔｒｏｍｃ　Ｄ１ｓｃｒｅｔｅ　Ｖａｒ１ａｂ１ｅ　Ａｕｔｏ ・

　ｍａｔ１ｃ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ）と呼ぱれるコソピュータの論理的たデザイソを行った際にと

　たえたもので ，１９４９年イギリス ・ケソブリヅ ジ大学のウィルクス（Ｗ１１ｋｅｓ，Ｍ

　Ｖ）らによっ てつくられたＥＤＳＡＣ（Ｅ１ｅｃｔｒｏｍｃ　Ｄｅｌａｙ　Ｓｔｏｒａｇｅ　Ａｕｔｏｍａｔ１ｃ　Ｃｏ －

　ｍＰｕｔｅｒ）がこのプ 肩グラム内蔵方式で稼動した最初であ ったとされている。以

　上，Ｇｏ１ｄｓｔｍｅ　Ｈ　Ｈ ，丁加Ｃｏゆ肋７一カｏ刎Ｐｏｓ６０“ｏ　ｏｏ犯１Ｖ９舳ｏ〃，１９７２末
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　包良太ほか訳『計算機の歴史　　バスカルからノイマソまで』１９７９年，共立出版 ，

　第２部，Ｔｈｅ　 Ｏ田ｃｅ　ｏｆ　Ｅａｍｅｓ　Ｃｈ．＆Ｒ ，Ａ　Ｃｏ妙〃伽Ｐ２ゆ２６伽２．１９７３ ，

　ＰＰ．１３６～１５５，『ニュートソ』１９８３年２月号，５０～５５ぺ一ジ，たどによる 。

３）Ｈａｒｒ１ｓ，ＷＢ ，ＴｈｅＡｓｔｏｎ１ｓｈｍｇＣｏｍｐｕｔｅｒｓ，乃肋閉，Ｊｕｎｅ，１９５７，Ｐ２９２ ，

　Ｂｕｒｃｋ，Ｇ ，Ｔｈｅ ‘Ａｓｓａ山ｔ　ｇ　ｏｎ　Ｆｏｒｔｒｅｓｓ　ＩＢＭ，ハｏ〃伽９，Ｊｕｎｅ，１９６４，Ｐ１１６

４）Ｓｏｂｅ１，Ｒ
．， 朋〃一ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ加丁７伽肋犯，

１９８１，Ｃｈａｐ．６： 青木栄一訳『Ｉ　ＢＭ

　一情報巨人の素顔』１９８２年，ダイヤモソド杜，第６章 。

５）〃五，ＰＰ．１２３－１２４： 上掲邦訳，１５３～１５４ぺ一ジ 。
６）　Ｓｈｅｅｈａｎ　Ｒ ，Ｔｏｍ　Ｊｒ ’ｓ　ＩＢＭ，Ｆｏれ閉６，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ１９５６，Ｐ１９８・Ｈａｍｓ ・

　Ｔｈｅ　Ａｓｔｏｎ１ｓｈ１ｎｇ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ，ｐｐ２９２＿２９４，Ｂｕｒｃｋ，Ｔｈｅ ６Ａｓｓａ
’ｕユｔ” ｏｎ　Ｆｏｒｔｒｅｓｓ

　ＩＢＭ，ｐ
．１１６，Ｓｏｂｅ１，ヱＢ〃一ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ加丁舳ｓ｛肋〃， ｐｐ．１２５－１２９： 上掲邦訳 ，

　１５５～１６０ぺ一ジ 。

７）以上，本項については，注２）より６）までに掲げられている文献の他に，さら

　に以下のものを参照。　　Ｂｅｌｄｅｎ，Ｔｈ　Ｇ　ａｎｄ　Ｍ　Ｒ ，丁加Ｌ９〃９伽舳ｇ　Ｓ乃ｏ －

　６ｏ〃一丁加工伽 ｏア珊ｏ舳ｓ 五Ｗ；〃ｓｏれ，１９６２，Ｃｈａｐｓ．８－１０： 荒川孝訳『アメリカ

　経営者の巨像　　Ｉ　ＢＭ創立者ワトソソの伝記』１９６８年，へりかん杜，第８～１０

　章 ，ＲＯｄｇｅｒｓ，Ｗ ．， ”械一Ａ肋玖助ツｏア伽凧
ｏｆｓｏれｓ　ｏ

〃朋皿
，１９６９

，

　Ｃｈａｐｓ９，１０志摩隆訳ｒＩ　ＢＭ　　考えよ』１９７１年，早川書房，第９ ，１０章 ，

　Ｇｒｏｐｐｅｌユｉ，Ａ．Ａ
。， 丁伽Ｇ７０〃肋Ｐ７０６６ｓｓ伽肋６ Ｃｏ榊ク〃〃ヱ〃肋ｓかツ

，１９７０（Ｄｏｃｔ０ｆａ

　Ｄ１ｓｓｅｒｔａｔ
１ｏｎ，ｕｎｐｕｂ１１ｓｈｅｄ） ，Ａｐｐｅｎｄ１ｘ（Ｈ１ｓｔｏｒｙ　ｏｆ　ＩＢＭ　Ｃｏｒｐ０ｆａｔ１ｏｎ） ，Ｂｒｏ

　ｃｋ，Ｇ．Ｗ．， 丁加ひユＣｏ刎〃卯〃〃ｓ炉ツ＿Ａ　Ｓ１的 ｏア吻伽げｏ〃脈
，１９７５

，

　ｐｐ．１１＿１３，Ｓｏｍａ，Ｊ．Ｔ
．， 丁加Ｃｏ妙〃伽”肋ｓ的一五〃Ｅ６０犯ｏ”６一工２９０Ｚ五伽Ｚツｓゐ

　○ア桃Ｔｇ６み犯ｏＺｏ２ツ伽６Ｇ７０〃肋
，１９７５

，ｐｐ
－１５－２１，Ｍｌａ１ｉｋ，Ｒ

．， Ａ〃６”刎ｏ〃ｏ〃…

　１万２Ｗｏ〃６？＿工郷〃６１Ｂ〃，　１９７５，Ｃｈａｐ ．３ ．

　（２）市場支配確立の諸要因

　こうして，Ｉ　ＢＭ杜は参入後４年目にして，早くもアメリカ ・コソピ ュータ

産業の７３劣の市場（別の資料にょれぱ７５％。後掲表２４を参照）をにぎり ，それまで

バソチカード ・システム産業で確立していたと同じようなガリヴ ァー的な市場

支配体制をつくり上げることになったが，Ｉ　ＢＭ杜のこのような急ピ ッチな ，

先発企業 レミソトソ ・ラソド杜からの主導権の奪還と市場支配体制の確立はど

のような諸要因によっ て可能であったのであろうか。つぎに，この点をかんた

んにみておくことが必要である 。
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　この点では，もちろんまず第１に，参入がレミソトソ ・ランド杜に遅れをと

ったとはいえ，Ｉ　ＢＭ杜は１９４０年代以降，コソピ ュータ事業のための技術力の

蓄積を進めてきていたことが指摘されなげれはならない。すでにみたように ，

Ｉ　ＢＭ杜は１９４４年にはハーバード大学の研究者と協力して最初の自動逐次制御

方式の計算機Ｍａｒｋ　Ｉを完成し，さらに１９４８年には コロンビア大学の研究者

と協力してＳＳＥＣと呼ぱれるコソピ ュータを成功させていたし，また他方で

バソチカード ・システムの電子式化に清力を注ぎ，１９４６年に６００シリーズと口乎

ぽれる電子式計算機を送り出していた。したが って，この点では，コソピ ュー

タ事業への進出にそれほと障壁をもっ ていなかった。とはいえ，Ｉ　ＢＭ杜の コ

ソピ ュータについての技術はそれほどすぐれたものというわけではなかった 。

電子技術についていえぱ，必要な電子部品は外部購入に依存していたし，コソ

ピュータそのものの技術についても，ニヅ カートとモークリィの先駆的技術を

包摂したレミソトン ・ラソド杜にくらべれぱ，とくにすく・れたものというわげ

ではたかった。したが って，１９４０年代以降のＩ　ＢＭ杜の コソピ ュータについて

の技術力は，この事業への進出を容易にした重要な要因であることはまちがい

ないが，これだげではあれほど急速な発展はかならずしも可能ではなかったで
　　８）
あろう 。

　それでは，このような技術力の蓄積を基礎として，さらにとのような要因が

そのようたＩ　ＢＭ杜の急速な発展を可能にしたのか。このような要因として ，

まず第１に指摘されなげれぱならないのは，Ｉ　ＢＭ杜のマーケティソグ戦略の

巧みさである 。

　この点では，さらに大きく２つの点が指摘されたげればならないが，そのま

ず第１は，Ｉ　ＢＭ杜のマーケティソグは新しい商品としての コソピ ュータのも

つ特質およびそれに対して顧客が求めているものが何であるかという，いわば

マーケティソグの基本をよくふまえたものとなっていたという点である 。

　この点を先発のレミ：／トソ ・ラソド杜の場合と対比してみると，まず後者の

場合，たしかに，本来複雑で高度な，学術的な技術計算を高速で遂行すること

を目さして開発されてきた コソピ ュータを　般事務用として，大量のテータを

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７８）
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高速で処理する分野に適用しようとしたことは，画期的なマーヶティソグ発想

であ った。しかし，それを具体的に実行に移していく段階では，かならずしも

その発想を十分徹底させるには至っていなかった。まず第１に，コソピ ュータ

をそのようた　般事務用として大量テータの高速処理のために活用しようとす

る場合，データ処理速度とバラソスのとれたデータ ・アウトプ ット ，すたわち

プリソティソグの速度が求められるが，ＵＮＩＶＡＣ　Ｉの場合，プリソターの速

度が コソピ ュータ本体の処理速度にくらべてきわめて遅く ，顧客から不評をか

うことになっていた。さらにより重要なことは，レミソトソ ・ラソド杜では ，

コソピ ュータという ，複雑たメカニ ズムをもち，高度な使用上の知識を必要と

する新しい商品を新しい市場へ送り出す場合，物としての商品の優秀さと同時

に， それ以前に，あるいはそれに加えて充たされなけれぱならないものがある

ことが十分に考慮されていなかったということである。すたわち，このような

コソピ ュータが　般事務用として，これまでそのような情報処理機械に慣れ親

しんだことのない人びとを中心とするオフィスで利用されるようになるために

は， まずなによりもそれについての，とりわけその使用方法についての知識を

顧客に教育し，顧客との問の知識ギャッ プ， 技術ギャッ プをうめることが必要

であ った。さらに コソピ ュータのような，高度な技術を結集した複雑なメカニ

ズムをもっ た機械については，保守その他の専門的な技術サービスのための体

制の整備が不可欠であ った。しかし，レミソトソ ・ラソト杜の場合には，この

ようた コソピ ュータのマーケティソグにとっ て決定的に重要だ ったことが十分

に考慮されたとはいえず，この新しい商品を売るために，むしろ普通のよくな

じまれた機械を売る場合と同じように機械の技術的優秀さと納期の迅速さに依

拠した販売方法がとられていたのである。たとえぼ，１９５４年にゼネラル ・エレ

クトリッ ク杜が民間企業で最初にＵＮＩＶＡＣ　Ｉを導入したが，このアメリカ

第１位の電気機器製造会杜においてさえもＵＭＶＡＣ　Ｉはほとんと活用された

かっ たと伝えられている 。ＵＮＩＶＡＣ　Ｉの設置台数カミ，１９５１年の初出荷から４

年た った１９５５年末にな ってもまだ２６台にしかならなかったという点にも，レミ

ソトソ ・ラソド杜のマーケティソグの弱さが端的に示されているといってよい

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７９）
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であろう 。

　これに対して，Ｉ　ＢＭ杜は，バンチカート ・ソステム事業において培ったマ

ーケティソグカと，コソピュータ事業では後発であったがゆえに先発 レミ：／ト

ソ● ラソト杜のマーケティソグの弱点を十分分析しえたという有利さを生かし

て， 新しい商品の般化にふさわしい新しい販売方法を打ち出した。当時，Ｉ

ＢＭ杜の コソピ ュータ事業の販売部門を統括していたのは，のちに（１９６５年）

杜長に就任するリァソソ（Ｌｅａｒｓｏｎ，Ｖ　Ｔ）であったが，かれは先発 レミントソ

・ラソド杜の販売方法を研究しながら，まずたによりも設置された コンピ ュー

タが顧客によっ て十分利用されるようにすることが重要であることを見抜き ，

そのために顧客に対する教育とソフトウェ アの改良 ・工夫，保守サーヒスの充

実を徹底的に重視した。そして，これを実現するために，セーノレスマソやカス

タマー・ エソジニアの徹底した再教育と，さらにそのような販売部隊をハック

ァッ プする高級技術者陣，とりわげ複雑たプ 巨クラミソク間題を解決するため

の数学者グループの組織化を計った。とくに，この数学者を中心とする高級技

術者陣には，顧客が無料で利用できる，最新の コンピ ュータ ・プ 回グラムの老

大たライブラリーを準備させ，現場の販売部隊や顧客の求めに応じていつでも

必要たプ ログラムを提供できるようにした。こうして，Ｉ　ＢＭ杜は，コンピ ュ

ータという新しい商品の特質を明確に認識した上で，より深く顧客の二一ズに

くい込んでいくことになった 。

　Ｉ　ＢＭ杜のマーケティソグ戦略の巧みさとしてもう１つ指摘されなけれぱな

らたい点は，既存のパソチカート ・システム事業と新観の コソピ ュータ事業の

間の関連，継承性のつげ方についてである。この点で重要なことは，Ｉ　ＢＭ杜

は，コソピ ュータ ・システムをパソチカード ・システムに代替するものとして

ではたく ，削者の中に後者をその構成部分として組み込むようにシステム設計

することによっ て， 削者を後者からの「延長拡大」製品として事業化したこと

である 。すでに（１）でみたように，Ｉ　ＢＭ杜はこの時期，一方ではＵＮＩＶＡＣ　Ｉ

に対抗する機種として７０１に始まる７００シリーズを出すと同様時に，他方でこ

れまでのバソチカード ・システム，６００シリーズの延長上で，それの コソピ ュ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８０）
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一タ化を計った中型機種６５０を出し，これが爆発的た成功を納めたが，このこ

とにはＩ　ＢＭ杜の上のようた「延長拡大」戦略がもっとも明確なかたちで示さ

れている。この点も，先発のレミソトソ ・ラソド杜がＵＮＩＶＡＣをバソチカ

ード ・システムに「代替」するものとして売り出したのと，対照をたす点であ

る。 これによっ て， Ｉ　ＢＭ杜はすでに蓄積していたバソチカート ・システム事

業の老大なレソタノレ資産を陳腐化させ，解約させることなく ，新しい コソピ ュ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
一タ事業を拡大することができたわげである 。

　以上，１９５３～５６年の問におげるＩ　ＢＭ杜の急速な市場支配を可能にした要因

として，まずそのプーケティソグ戦略の巧みさについてみてみたが，このよう

な要因としてさらに指摘されなけれはならないのは，資金調達力の強さである 。

　いうまでもなく ，１企業の資金調達カという場合，内部資金調達力と外部資

金調達力の両面があるが，Ｉ　ＢＭ杜の場合，その強さの基盤をなしていたのは ，

まずなによりも内部資金調達力であり ，さらに具体的にいえは，それまでに蓄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユＯ）
積されていたパソチカート ・ノステム事業からのレソタノレ収入であ った。すで

に３の〔１〕の（３）で分析しておいたように，レソタノレやリース収入の重要な特徴

は， それがその期のレソタノレ／リース資産の出荷副こよっ て決まるのではなく ，

期首のレソタノレ／リース資産残高とレソタノレ／リース料率によっ て決まるので

あり ，したが ってレソタノレ／リース方式の下では前の期までの出荷局の総和が

その期の収入を決定することになるという点であ った。いうまでもたくこのこ

とは，フローであるその期の出荷局が変動し，減少することがあ っても，スト

ックは確実に増大し，次の期の収入を増大させることができるのであり ，もし

出荷局がゼロとなっても収入を維持することができるということを意味してい

る。 この点を理解すれぱ，上にのべたことの意味はおのずからあきらかであろ

う。 すなわち，Ｉ　ＢＭ杜はパソチカート ・：ンステムからコソピ ュータヘ事業を

移行させ，前者の出荷を減少させていった後においても過去のレソタノレ資産の

蓄積にもとつく安定したレソタノレ収入を確保し得たのであり ，これが新観の コ

ソピュータ事業のための初期投資を支える，他杜のまねのできない強固な財政

的基盤となったということである。そしてこの点からすれは，先にマーヶティ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８１）
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ンク戦略の点でのべたように，Ｉ　ＢＭ杜が コソピ ュータ事業への進出に際して

バソチカート ・システム事業からコソピ ュータ事業への「延長拡大」戦略（ｒ代

替」戦略ではなくて）をとり ，パソチカード ・システムの陳腐化と解約を阻止し

たことの意義の大きさは，おのずからあきらかであろう 。

　ちなみに，ここでこの時期のＩ　ＢＭ杜におげる，売上高の中でのレソタノレ収

入（サービス収入を含む）のウェイトを示してみると，表２０のとおりである 。

表２０１９５０年代Ｉ　ＢＭ杜の売上高に占めるレソタル収入

　　の比重（１９５０～１９６０年）　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

年 売り切り レソタル 売上高合計 レソタル収入
の比重（％）

１９５０ ５５ １６０ ２１５ ７４ ．４

１９５１ ７５ １９２ ２６７ ７１ ．９

１９５２ １０３ ２３１ ３３４ ６９ ．２

１９５３ １４２ ２６８ ４１０ ６５ ．４

１９５４ １５１ ３１１ ４６１ ６７．５

１９５５ ユ９９ ３６５ ５６４ ６４ ．７

１９５６ ２８２ ４５２ ７３４ ６１ ．６

１９５７ ４０２ ５９８ １， ０００ ５９ ．８

１９５８ ４４３ ７２９ １， １７２ ６２．２

１９５９ ４２８ ８８２ １， ３１０ ６７．３

１９６０ ４１３ １， ０２３ １． ４３６ ７１ ．２

（出所）”００ゴヅｓ１〃〃伽〃〃伽舳Ｚ，Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌ　 Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ

　　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ユ９５１～１９６ユによる
。

　表に示されているように，コソピ ュータ産業にのり出す１９５０年代初頭におい

ては，売上高全体のうちレソタノレ収入が７０劣前後を占めていた。上にのべたこ

とは，まさにこのようたＩ　ＢＭ杜の収入構造が新規産業への進出の初期投資を

支える強力た財政基盤とたったということである 。

　ところで，当然のことであるが，事業構造の転換が進む１９５０年代の半はにか

げては，一時期，レソタル収入は６０劣前後まで低下していくことになる。し

かし，１９６０年代にかげて新しい コソピ ュータ事業からのレソタノレ収入が定着し

てくるにしたがって，ふたたびレソタノレ収入の比重が高まっ ていくことになる

（ただし，このレソタル収入の比重は，１９６０年代後半以降は，コソピュータ産業そのも

のの構造の変化とそこでの販冗方式の変化の中で ，ふたたひ低下していくことにたる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８２）
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ユ９８２年では ，１５．１％）。

　しかし，急成長を続げるコソピ ュータの出荷は，Ｉ　ＢＭ杜の資金需要を急膨

張させた。というのは，これもすでに３の〔１〕の（２）でのべたように，レソタノレ

方式で事業を行う場合には出荷された設備はメーカにとっ てはいわは固定資本

投資を意味しており ，その回収がレソタノレ収入によっ て徐々に回収されていく

ことになるので，投下資本が回収されて（償却が終って）利益が生ずるまでには

時間がかかるのであり ，出荷が続く限り ，その問新たな資本投下を続げなげれ

ぱならない。しかも，実際にはさらにこの時期に出荷が急成長するとすれば ，

このような資本投下額は急膨張せざるをえなかったということである 。

　したが って，この時期のＩＢＭ杜は，先のようなバソチカード ・システム事

業からのレソタノレ収入という強力な内部資金調達力をもっ ていたとしても，そ

れだけによっ ては上のような急膨張する資金需要を賄い切ることはできず，他

方で多額の外部資金の導入を計らなげれぱたらなかった。ここで，この時期の

Ｉ　ＢＭ杜の財務構造の推移を示してみると，表２１のとおりである 。

　この表によっ てあきらかたように，この時期のＩ　ＢＭ杜は，外部資金として

は， 株式発行よりもむしろ長期借入金に依拠する方向をとっ てきた（ただし ，

１９５７年ごろを境として，長期借入金に代って株式発行ヵミゥェイトを高めてくる）。 その推

移をみてみると ，１９５１年に５，ＯＯＯ万ドノレの借入が行われたのを皮切りに，１９５２

～５４年の３年問に１億１，５００万ド ノレ，１９５５～５７年の３年間に１億ド ノレ，そして

１９５７～５８年の２年剛こ１億５００万ド ノレ と， １９５０年代に合計３億７，ＯＯＯ万ド ノレの

長期借入金が導入されることになっていた。そして，その結果として，表に示

されているように，その長期借入金残高は，１９５０年の８，５００万ド ノレから１９５８年

には４億２，５００万ドノレにまでふくらむことにな ったわげである 。

　ところで，その借入先をみてみると，それは全面的にプ ノレデソシャル生命保

険会杜（Ｐｍｄｅｎｔ・ａ１Ｉｎｓｕｒａｎｃｅ　Ｃｏ ，ｏｆ　Ａｍｅｎｃａ）に依拠するものであ った。この

プノレテソノヤル杜からの長期借入は償還期限が１００年，しかも減債基金の設置

を求めないという ，Ｉ　ＢＭ杜にとっ ては格別に有利なもので（上記 ，１９５２～５７

年の間の，１億１，５００万ド ノレおよび１億ド ノレの借入の場合），Ｉ　ＢＭ杜はこれによっ て

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８３）
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　　表２１１９５０年代Ｉ　ＢＭ杜の財務構造（１９５０～１９６０年 ：各年１２月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

ＩｔｅｍＳ １・…ｌ１…１・…１・…１・…ｌ１…１・…１・…１１…１・…１・…

ＡＳＳＥＴＳ

Ｔｏｔａ１Ｃｕｒｒｅｎｔ　　　　　６９　　１１５　　１１３

　Ａｓｓｅｔｓ

　Ｒｅｔ１ｒｅｍｅｎｔ　Ｐ１ａｎ　　　　５　　　５　　　５

　Ｆｕｎｄ

Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　　　３４　　３８　　４１

　Ａｄｖａｎｃｅｓ

Ｐｒｏｐｅｒｔｙ　Ａｃｃｏｕｎｔｓ　　１８２　　２２８　　２６１

　（Ｎｅｔ）

Ｐａｔｅｎｔｓ　ａｎｄ　　　　　　　　８　　　　７　　　　７

　Ｇｏｏｄ＿ｗｉ１１（Ｎｅｔ）

Ｄｅｆｅｒｒｅｄ　ａｎｄ　　　　　　２　　　１　　　１

　０ｔｈｅｒ　Ａｓｓｅｔｓ

Ｔｏｔａ１

１４９

　５

４３

３１５

　６

　１

１５２　　　１７４　　　２２４　　　３７８　　　４９０　　　５３８　　　５７２

　６　　　８　　　７　　　５　　　３

３２　　　　３１　　　　２９　　　　２９　　　　３０　　　　８４　　　１０８

３６７　　　４０９　　　５０２　　　６７２　　　７３５　　　７６３　　　８５０

　６　　　５　　　５

　２　　２　　３　　３　　３　　５　　５

３００　　　３９４　　　４２８　　　５２０　　　５６５　　　６３０　　　７６９　１ ．０８７　１ ．２６１　１ ．３９１　１ ，５３５

ＬＩＡＢＩＬＴＩＥＳ

Ｔｏｔａｌ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　　　　　４５　　７０　　４６

　Ｌｉａｂｉｌｉｔｉｅｓ

Ｆｍｄｅｄ　Ｄｅｂｔ　　　　　８５　　１３５　　１７５

Ｒｅｓｅｒｖｅ　　　　　　　　　６　　　６　　　６

ＣＯｍｍＯｎ　ＳｔＯｃヒ　　　　６３　　８２　１０４

Ｅａｒｎｅｄ　Ｓｕｒｐ１ｕｓ　　　　１０２　　１０１　　　９７

Ｔｏｔａ１

７７

２１５

　６

１３３

８９

６５　　　　４３　　　１００　　　　８３　　　１１２　　　１２２　　　１３８

２５０　　　２９５　　　３３０　　　３７５　　　４２５　　　４２５　　　４２５

　７　　　９　　　７　　　６　　　４　　一　　　一

１５１　　　１５１　　　１８９　　　４１６　　　４９９　　　６３５　　　６５１

９２　　　１３２　　　１４３　　　２０７　　　２２１　　　２０８　　　３２２

…１・・・・・・・・・・・・・・・…１ ，・… ，・… ，・… ，…

（出所）表２０と同じ 。

悠々と，先にのべたようた，出荷初期におげる資金負担の大きいレソタノレ事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
での成長戦略を展開することができたのである 。

　以上，Ｉ　ＢＭ杜が１９５０年代の前半から半ばにかげて，短期間のうちに コンピ

ュータ産業でカリハー的た市場支配体制を確立しえた諸要因を，◎技術的基盤 ，

◎マーケティソグ戦略，および　資金調達力，という３つの点からみてみた 。

すでにあきらかたように，Ｉ　ＢＭ杜は１９５０年代，これらの諸要因および，とり

わげそれらの諸要因の相乗効果に立脚して，コソピュータ産業への参入を果た

すとともに，驚くべき短期問のうちに圧倒的な市場支配状況をつくり出すこと

に成功したわげである 。

　しかし，このような短期問での事業構造の急展開と企業観模の急速な拡大 ，

とりわげパソチヵ一ト ・ンステム事業というすでに半世紀にわたって技術的に

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８４）
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も市場的に成熟度合を深めていた事業から，コソピ ュータ事業という ・いまま

さに生れ落ちたぽかりで，技術的にも市場的にもこれから容易に予測しがたい

展開が予想される新事業への事業構造の展開は，同時に，Ｉ　ＢＭ杜のそれまで

の組織構造のあり方に大きな転換を迫ることにならざるをえなかった。そこで ，

ＩＢＭ杜は１９５０年代半ぱから，新しい事業構造の展開にふさわしい新しい組織

構造の構築をすすめることにたった。この作業の中でつくられた，分権的た組

織構造は，それはそれとして，さらに上にのべてきたようなＩ　ＢＭ杜の市場支

配体制確立の諸要因に，新たな重要要因として加えられるべきものとたるわげ

であるが，このような組織構造の変革については，のちに項を改めて説明する

ことにする 。

　　８）　Ｓｈｅｅｈａｎ，Ｔｏｍ　ＪＬ’ｓ　ＩＢＭ，ＰＰ
・１１６，１９８

・

　　 ９）以上，マーケティソク戦略については，Ｈａｍｓ
，Ｔｈｅ　Ａｓｔｏｎ１ｓｈ１ｎｇ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ

・

　　　 Ｐ． １３９，２９２－２９４，目本興業銀行調査部「電子計算機産業の競争条件に関する一考

　　　察」『興銀 ・調査月報』第１４６号 ，１９６８年１１月 ，第２章第１節による 。

　　１０）Ｓｈｅｅｈａｎ，Ｔｏｍ　Ｊｒ
．’

ｓ　ＩＢＭ，Ｐ
・１１５，目本興業銀行調査部・上掲論文 ・２６～２７

　　　ぺ一ジ 。
　　１１）　Ｍｏｏ６ヅｓ”６〃ｓか刎Ｚ１レ〃犯〃ｏＺ，Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｓ１ｎｅｓｓ　Ｍａｃｈ１ｎｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ ，

　　　１９４９＿１９５９，Ｈａｒｒ１ｓ，Ｔｈｅ　Ａｓｔｏｎ１ｓｈ１ｎｇ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ，ｐｐ２９６＿２９８

　（３）１９５０年代後半のＩＢＭ社をめぐる状況

　○　コンピュータ産業の成長と新規企業の参入

　こうして，Ｉ　ＢＭ杜は参入後４年目にして早くもアメリヵ ・コソピ ュータ産

業の７０劣を越える市場をにぎり ，それまでバソチカート ・：ンステム事業で確立

していたと同じようなガリヴ ァー的な市場支配体制をつくり上げることにな っ

た。

　しかし，コソピ ュータ産業は，すでに成熟の度合を深めていたバソチカート

・システム産業の場合とはちが って，いままさに生れ落ちたぱかりであり ，こ

れから先，計り知れない成長カミ予想されうるものであ った。したがって，一方

では，Ｉ　ＢＭ杜が上のように早々と７０劣を越える市場をにぎることにな ったが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８５）
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他方ではこれとはうらはらに，１９５０年代半はから１９６０年代はじめにかげて多数

の企業が相いついで参入してきていた。そして，そのような状況は，すでに

Ｉ　ＢＭ杜が市場の７０劣以上をにぎっていたとはいえ，産業の状況をきわめて競

争的なものにしていた 。

　つぎに，このようたＩ　ＢＭ杜を取りまく１９５０年代後半の産業の状況について ，

もう少し具体的にみておく 。

　まずはじめに，この時期および１９６０年代前半にかげてのアメリカにおげるコ

ソピ ュータ（汎用 コソピュータ）産業のマクロ な成長動向をみてみると ，表２２の

とおりである 。

表２２　アメリカにおげる コンピ ュータ産業の成長
　　（１９５５～ユ９６５年）　　　　　　　（金額単位 ：１００万ドル）

年 出荷台数（台） 稼動台数（台） 出荷金額 稼動金額

１９５５ １４５ ２４４ ６３ １７７

１９５６ ５５０ ７４６ １５６ ３２４

１９５７ ８５０ １， ５００ ２４０ ５４７

１９５８ １， １８０ ２， ５５０ ３９５ ９２３

１９５９ １， ３９５ ３， ８１０ ４９５ １， ３９０

１９６０ １， ７９０ ５， ４００ ５９０ １， ９３７

１９６１ ２， ７００ ７， ５５０ ８８０ ２， ７１５

１９６２ ３， ４７０ ９， ９００ １， ０９０ ３， ６２０

１９６３ ４， ２００ １２，８５０ １， ３００ ４， ７２０

１９６４ １， ６００ １８，２００ １， ６７０ ６， １０５

１９６５ ５， ３５０ ２３，２００ １， ７７０ ７， ６５５

（出所）　日本電子工業振興協会『最近の海外電子計算機市場の動向』第２集，ユ９６７年７

　　月，７ぺ一ジより作成 。

　この表に示されているように，アメリカの コソピ ュータ産業は１９５５年から

１９６０年の６年問に，毎年の出荷台数では１４５台から１，７９０台へ， 約１２倍に成長

し， また累積の稼動台数では２４４台から５，４００台へ， 約２２倍に拡大することに

なっ ている。ここには，アメリカの コソピ ュータ産業が，この時期に，１つの

独立した産業として確立するための離陸を急速に果たしていった様子が端的に

示されている 。

　このような産業としての離陸期の，需要成長が大きく展望される市場状況の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８６）
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下で，１９５０年代半ばから１９６０年代は ’じめにかけて，多数の企業が新しい コ１／ピ

ュータ産業に参入してくることにな った。はじめに，このような１９５０年代にお

げるコソピ ュータ産業への主な参入状況を一覧表で示してみると ，表２３のとお

りである 。

　『Ｉ　ＢＭ　　情報巨人の素顔（畑〃一０・１・舳・閉丁閉・伽犯）』（１９８１年）の著

者ソーベノレ（Ｓｏｂｅ１，Ｒ．）は同上書の中で，これらの参入企業を３つの類型に分
　　　　１２）
類している。これによれは，そのまず第１の類型は，すでに民間およぴ軍需市

場向げの電気 ・電子機器の製造で歴史のある有名巨大企業のグノレープである 。

このグループに数えられるのは，ＲＣＡ杜（Ｒａｄｉｏ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　ｏｆＡｍｅｒｉｃａ），ミ

子アポリス ・ハ不ウェ ル・ レギ ュレータ杜（Ｍ
・ｍｅａｐｏ１・ｓ－Ｈｏｎｅｙｗｅ１１Ｒｅｇｕ１ａｔｏｒ

Ｃｏ ．），ベソディックス
杜（ＢｅｎｄｉｘＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ），フィノレコ

杜（Ｐｈｉ１ｃｏ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）
，

ノース ・アメリカソ ・エイビェーシ ョソ
杜（Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ａｖｉａｔｉｏｎ　Ｃｏｒｐｏｒａ

－

ｔｉｏｎ），ゼネラノレ ・エレクトリック杜（Ｇｅｎｅｒａ１Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ Ｃｏ
．），　 シノレベイニア杜

（Ｓｙ１ｖａｎｉａＣｏｒＰｏｒａｔｉｏｎ），　ウェ スティソグハウス ・ニレクトリッ ク杜（Ｗｅｓｔｉｎｇ －

ｈｏｕｓｅ　Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）などの各杜である（このような電気 ・電子機器を製造す

る巨大企業の仲問の中で，この コソピュータ産業への参入の条件を十分そなえていなが

ら， 参入しなか った巨大企業に ，電話事業巨大企業ＡＴＴ杜Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｔｅ１ｅｐｈｏｎｅ　ａｎｄ

Ｔｅ１ｅｇｒａｐｈ　Ｃｏ． の子会杜ウェ スタソ ・ニレクトリック杜Ｗｅｓｔｅｍ　Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏ・がある 。

同杜がもしこの時期に参入しておれぱ，Ｉ　ＢＭ杜をめぐる競争状況も大きく変っていた

のではないかといわれているが，ＡＴＴ杜にとっ ての独占禁止法上の配慮から参入しな

かっ た）。

　第２の類型は，伝統的な事務機器製造企業のクノレープである 。Ｉ　ＢｌＶ［杜もこ

のグル ープに入るが，この他にこのグルーブに数えられるのは，レミソトソ ・

ランド杜（Ｒｅｍｉｎｇｔｏｎ　Ｒａｎｄ，Ｉｎｃ．ただし ，１９５５年にスペリー 杜ＳＰｅｒｒｙ　Ｃｏ「Ｐｏ「ａｔｉｏｎ

と合併して ，スペリー・ ラソド杜Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎとなる），アソダーウ ッ

ド杜（Ｕｎｄｅｒｗｏｏｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ） ，ＮＣＲ杜（Ｎａｔｉｏｎａ１Ｃａｓｈ　Ｒｅｇｉｓｔｅｒ　Ｃｏ
．）

，バロー

ズ杜（Ｂｕｒｒｏｕｇｈｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）などの各杜である
。

　第３の類型は，この新しい コソピ ュータ産業へのベソチャー・ ビジネスとし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８７）
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表２３

　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

コソピ ュータ産業への主な参入状況（１９５１～１９６０年）

年

１９５１

１９５２

１９５３

１９５４

１９５５

１９５６

１９５７

１９５８

１９５９

１９６０

参入会杜名（銘柄名）

Ｒｅｍｍｇｔｏｎ　Ｒａｎｄ（ＵＮＩＶＡＣ）

Ｎａｔｉｏｎａ１Ｃａｓｈ　Ｒｅｇｉｓｔｅｒ（ＣＲＣ）

Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｍａｃｈｍｅｓ（ＩＢＭ）

Ｅ１・Ｔｒｏｍｃｓ（ＡＬＷＡＣ）

Ｕｎｄｅｒｗｏｏｄ（ＥＬＥＣＯＭ）

Ｅ１ｅｃｔｒｏ　Ｄａｔａ（ＤＡＴＡＴＲＯＮ）

Ｂｕ血ｏｕｇｈｓ（ＢＵＲＲＯＵＧＨＳ）

Ｂｅｎｄｉｘ（ＢＥＮＤＩＸ）

Ｊ． Ｂ． Ｒｅａ　Ｃｏ．（ＲＥＡＤＩＸ）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｅｃ１ｓ１ｏｎ（ＬＰＧ）

Ｒａｄ１ｏ　Ｃｏｒｐ　 ｏｆ　Ａｍｅｒ１ｃａ（ＢＩＺＭＡＣ）

Ｍｏｎｒｏｅ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔ１ｎｇ　Ｍａｃｈｍｅ

　（ＭＯＮＲＯＢＯＴ）

Ｈｏｎｅｙｗｅｌ１

　（ＤＡＴＡＭＡＴＩＣ／ＨＯＮＥＹＷＥＬＬ）

Ｐｈｉ１ｃｏ（ＴＲＡＮＳＡＣ）

Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ａｖ１ａｔ１ｏｎ ．Ａｕｔｏｎｅｔ１ｃｓ

　（ＲＥＣＯＭＰ）

Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（ＩＳＩ）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｅｌｅｃｔｎｃ（ＧＥ）

Ｒｏｙａ１ＭｃＢｅｅ（ＲＰＣ）

Ｔｈｏｍｐｓｏｎ－Ｒａｍｏ－Ｗｏｏｌｄｎｄｇｅ（ＲＷ）

Ｐａｃｋａｒｄ－Ｂｅ１ｌ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ（ＴＲＩＣＥ／ｐＢ）

Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ（ＣＤＣ）

Ｈｕｇｈｅｓ　Ａ１ｒｃｒａｆｔ

　（ＨＵＧＨＥＳ　ＢＭ　ＧＵＩＤＡＮＣＥ）

Ｓｙ１ｖａｎｉａ（ＳＹＬＶＡＮＩＡ）

Ｃ１ａｒｙ（ＤＥ）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｍ１ｕｓ

　（ＧＥＮＥＲＡＬ　ＭＩＬＬＳ／ＡＰＳＡＣ）

Ｄｌｇ１ｔａ１Ｅｑｕ１ｐｍｅｎｔ（ＰＤＰ）

ＨＲＢ　Ｓｉｎｇｅｒ（ＳＥＭＡ）

Ｃｏｍｐｕｔ１ｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏ１（ＳＰＥＣ）

Ｗｅｓｔｍｇｈｏｕｓｅ　Ｅ１ｅｃｔｒ１ｃ

　（ＷＥＳＴＩＮＧＨＯＵＳＥ　ＡＩＲＢＯＲＮＥ）

備　　　　　　　　　考

１９５５年Ｓｐｅｒｒｙと合併し，ＳＰｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ

　となる 。

１９５９年０１ｉｖｅｔｔｉによって買収。
１９５６年ＢｕｒｒＯｕｇｈｓによって買収 。
１９５６年Ｅ１ｅｃｔｒｏ　Ｄａｔａ を買収。
１９６３年 コソピュータ部門がＣ　ＤＣによっ
　て買収 。

１９６５年 コソピュータ部門がＣ　ＤＣによっ
　て買収 。

１９５８年Ｌ１ｔｔｏｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓによっ て買収。

１９５５年Ｒａｙｔｈｅｏｎ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒ１ｎｇと共同

　でＤａｔａｍａｔ１ｃ を設立。１９５７年Ｒａｙｔｈｅｏｎ

　の持分を取得。
１９６１年Ｆｏｒｄ　Ｍｏｔｅｒによって買収。

１９６２年Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｅｃ１ｓ１ｏｎにコソピュー
　タ部門を売却。
１９６５年ＬｉｔｔＯｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓによって買収。

１９６４年Ｒａｙｔｈｅｏｎによって買収。
１９５７年Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ ・Ｕｎｉｖａｃ　Ｄｉｖ．より

　スピソアウトした技術者たちによって設
　立。

１９５７年ＭＩＴの２人の技術者によつて設立 。

１９６６年ＨｏｎｅＷｅ１１によって買収。

（出所）ＯＦＣＤ　Ｒｅｐｏｒｔ，丁加Ｇゆ加乃励〃ｏ”脇〃伽〃舳伽０舳伽伽一Ｅ伽肋伽Ｃ舳〃舳．ユ９６８ ，
　　　Ｐ．３７，Ｔａｂｌｅ２，Ａｍｅｘｅｓ，Ｔａｂｌｅ１８，および肋ｏ６ヅｓ１〃〃６か〃〃ｏ舳ｏＺ．などより作成。

（１８８）
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て登場してきた中小の新興企業のグループである 。表２３の中で，上の第１と第

２類型の企業としてあげられたもの以外の企業がほぼこの類型に属するもので

ある 。

　以上のような３つの類型の企業が，１９５０年代，この新興の コソピ ュータ産業

に参入してくることにたったのであるが，すでに１９５０年代半ぱに市場の７０劣以

上を握ることにた ったＩ　ＢＭ杜との競争に耐え，１９６０年代に コソピ ュータ事業

を持続 ・発展させることができた企業はかならずしも多くはなかった 。

　第１類型の企業グノレープでは，結局，Ｒ　ＣＡ杜，ハネウェノレ杜， Ｇ　Ｅ杜の ，

３杜だげカ事業を持続することにた った（ただし ，１９７０年代になると ，これらのう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ちからさらにＲＣＡ杜とＧＥ杜が脱落することになるが，このことは後章でふれる）。

　もともと事務機器製造企業であった第２類型の企業クノレープでは，アソター

ウッド杜が脱落したのを除いて，レミソトソ ・ラソド杜＝スペリー・ ラソド杜

（１９５６年以降），ＮＣ　Ｒ杜，ハロース杜の３杜はともに事業を持続することにな

った 。

　他方，第３類型の新興企業のグループについていえば，それらの大多数は ，

表２３にも示されているように第１ ，第２の類型の大企業に吸収されたり ，問も

なく消滅してしまっ たりした。そのうちで，独特の分野を拓き，今目の コソピ

ュータ産業で独自の位置を占めるようになっているのは，１つはスーバー・ コ

ソピ ュータの分野で地歩を占めるコソトロール ・データ杜（Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ　Ｃｏｒ －

ｐｏｒａｔｉｏｎ．通称ＣＤ　Ｃ）であり ，もう１つは「ミニ ・コソピ ュータ市場の
‘‘

Ｉ　Ｂ

Ｍ”」といわれるようになったデ ィジタノレ ・エクイプメソト杜（Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐ －
　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
ｍｅｎｔ　ＣｏｒＰｏｒａｔｉｏｎ．通称ＤＥＣ）である 。

　以上のような，相次ぐ新規企業の参入と陶汰のプ ロセスを経て，１９５０年代が

終るころには，１９６０年代以降のアメリカ ・コソピ ュータ産業の発展を担う企業

群がしだいに浮び上がりつつあ った。ここで，このことを企業別のマーケット

・シ ェアの推移によっ てみてみると，表２４のとおりである 。

　まず，すでに１９５０年代半はに市場の７０劣以上を握ることにな っていたＩ　ＢＭ

杜についていえぱ，表２４に示されているように，１９５０年代後半，以上のような

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８９）



６４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

　　　表２４企業別マーケ ット ・シ ェア推移（設置金額 ：１９５５～１９６０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

ＩＢＭ
スペリー ハネウェ

コソト １コ

年
湛差

工１ 業界紙 ラソド
バローズ ＲＣＡ ＧＥ ノレ ＮＣＲ 一ノレ ・テ

推定
一タ

１９５５ ５６ ．１ ３８．５ ５． １
０． ３

１９５６ ７５ ．３ ７３ ．１ １８．６ ４． ４
１． ６

０． １

１９５７ ７８．５ １６ ．３ ３． ９
Ｏ． ８

Ｏ． ３
Ｏ． ０６

１９５８ ７７．４ ７１ ．２ １６ ．３ ３． ３
１．
８

０． ２
１． ０

Ｏ． ０４

１９５９ ７４．５ １７．８ ４． ２ １． ４ Ｏ． ９
１． ２

０． １２

１９６０ ７１ ．６ ７０ ．７ １６ ．２ ３． ４ ２． ４ ２． ８
０． ９

０． ４ １． Ｏ

　　（出所）Ｂｒｏｃ ｋ， Ｇ． Ｗ．， 丁加ひＳ．Ｃ舳〃〃１〃伽８〃＿五８肋的 ｏ／〃０７肋ｐｏ〃〃，１９７５，ｐ
．２１

，

　　　　Ｔａｂ１ｅ２－３，ｐ．２２，Ｔａｂ１２－４より作成 。

　　　　　「ハネウェル推定」とは，ハネウェ ル／スペリー・ ランド訴訟裁判記録（１９７３年）によるもの 。

　　　　また「業界紙推定」とは，Ｃ０刎〃舳伽６んｆ０舳〃０〃 誌， および刀肋０〃
’ｓ

ルｆ０伽伽ル｛０

　　　　片ｏ伽曲９Ｗ舳ｓ〃伽誌によるもの。ＩＢＭ社以外の各杜のシェ ァは，「ハネウェル推定」によ

　　　　 っている 。

多数の企業の参入が相次ぐ状況の中で，わずかずつながらシ ェァを減退させる

ことにな った。しかし，以上でのべたような激しい競争の中での推移としては ，

むしろその減退がそれほどわずかにとどまっ たこと自体が注目に値することで

あっ た。 １９６０年代を迎える段階においても，Ｉ　ＢＭ杜は依然として７０劣前後の

シェ アを保持し続げていた 。

　これに対して，もっとも強力な競争相手は，コソピ ュータ事業の最先発企業

レミソトソ ・ラソト杜＝スペリー・ ラソト杜（ユニハヅ ク事業部）であったが ，

当杜は１９５５年合併成立時には３８５％のノェ アをもっ ていたにもかかわらず，以

降急速にシ ェアを減退させ，１９６０年には１６〃こまでシ ェアを落すことにな った 。

当杜は，コソピ ュータそのものの技術についてはむしろＩ　ＢＭ杜よりも先進的

なものをもっ ており ，すぐれた機械を市場に出していた。しかし，販売力の点

ではＩ　ＢＭ杜の場合とは対照的に弱く ，これが１９５０年代後半の激しい競争の中

で， シヱ ァを大きく減退させる原因となったわげである。この新しい コソピ ュ

ータ事業の競争において販売力がいかに決定的な意義をもっ たかは，すでに（２）

　　　　　　　　　　　　　１５）
で強調しておいたとおりである 。

　このようにスベリー・ ラソド杜がシ ニアを減退させていったのと対照的に ，

すでに指摘したような企業，すなわちＲ　Ｃ　Ａ杜，ハネウェノレ杜， Ｇ　Ｅ杜，ＮＣ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９０）
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Ｒ杜，バローズ杜などが１９５０年代後半にしだいに，それぞれまだわずかずつで

はあるが，シ ェアを獲得するようにたってきていた。スペリー・ ラソド杜に次

ぐシ ェァをもつようになったのはバローズ杜であ ったが，当杜は１９５６年，すで

にデータトロソ（ＤＡＴＡＴＲＯＮ）と呼ぱれるコソピ ュータを開発していたエレク

トロ テータ杜（Ｅ１ｅｃｔｒｏＤａｔａＣｏｒｐｏｒａｔ・ｏｎ）という小さなヘソチャー・ ヒシ不スを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）
買収して，一気に３～４劣台のシ ェァを獲得することにな った 。

　以上のような状況の中で，１９６０年代のアメリカ ・コソピ ュータ産業の構造を

特徴つける「白雪姫と７人の小人たち（Ｓｎｏｗ　Ｗｈ１ｔｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｅｖｅｎ　Ｄｗａｒｆｓ）」と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
いう構図がしだいにあきらかになってきていたわげである 。

　　１２）Ｓｏｂｅ１，朋〃一ＣｏＺｏ舳ｓ加〃伽洲ｏ〃，ＰＰ・１４７－１５３： 上掲邦訳，１８４～１９２ぺ一

　　　ジ 。
　　１３）　この点については，北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦　　コソピューター帝国Ｉ　ＢＭの内

　　　幕』１９７８年，共立出版，第５章，第６章にくわしい 。

　　１４）　 コソトローノレ ・データ杜およびデ ィジタル ・ニクイプメソト杜の存在が コソピ

　　　 ュータ産業で大きな意味をもつようになるのは，１９６０年代に入ってからであるの

　　　で，後章で具体的にふれることになるが，この両杜については，北正満『Ｉ　ＢＭ

　　　との攻防　　Ｉ　ＢＭをめくる惑星企業』１９８０年，共立出版，第２章，第４章に

　　　くわしい。また コソトローノレ ・データ杜については
，Ｓｏｂｅ１，朋〃一ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ加

　　　丁舳ｓ肋ｏ〃，ＰＰ．１５３－１５８： 上掲邦訳，１９２～１９８ぺ一ジを参照 。

　　１５）スペリー・ ラソド杜の以上のような事情については，工肱・ＰＰ
・１４９－１５２： 上

　　　掲邦訳，１８７～１９１ぺ一ジを参照 。

　　 １６）　Ｈａｒｒ１ｓ，Ｔｈｅ　Ａｓｔｏｎ１ｓｈｍｇ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ，ＰＰ２９４－２９６

　　１７）Ｓｏｂｅ１，ＩＢＭ－ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ 伽”伽ｓ肋〃，Ｃｈａｐ．８： 上掲邦訳，第８章「白雪姫と

　　　７人の小人たち」

　◎　Ｉ　ＢＭ社をめぐる訴訟間題とその帰結

　１９５０年代後半のＩ　ＢＭ杜をめぐる状況として，もう１つふれておかなげれば

ならない問題は，Ｉ　ＢＭ杜をめぐる反トラスト法訴訟とその帰結についてであ

る。

　Ｉ　ＢＭ杜は今目に至るまで，その歴史を通してたびたび反トラスト法関連の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ユ§）

訴訟間題の渦中におかれてきているが，１９５０年代においても ，１９５２年末連邦政

府（司法省）が起こした訴訟および，それに関連して競争企業スペリー・ ラソ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９１）
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ド杜が起した訴訟にまき込まれた
。

　１９５２年，連邦政府が起した訴訟は，当時Ｉ　ＢＭ杜が市場の８０劣を支配してい

たバソチカート ・システム事業にかかわるものであり ，具体的にはＩ　ＢＭ杜が

◎機器の売り切りを拒否し，レ：■タノレのみに限定していたこと，◎バソチカー

ド・ システム用のカードの製造技術および製造設傭を独占していたこと，　兼

営している受託テータ処理サービス事業の領域において同業他杜に対する不当

汰有利性をもつことになっていること，　自已の有する特許やノウハウについ

ての情報を公開していたいことに対して，政府が反トラスト法違反に訴えたも

のであ った 。

　またスベリー・ ラソド杜の訴訟は，この政府のＩ　ＢＭ杜訴訟の流れの中で ，
１９５５年，独自に，Ｉ　ＢＭ杜の特許の無料使用を要求して起した訴訟であった 。

　Ｉ　ＢＭ杜は政府からの訴謝こついては，結局，同意審決で結着するのを有利

とみ・１９５６年１月同意審決を受諾した。同意審決を受諾する場合，Ｉ　ＢＭ杜は

違法行為を犯したと認めたくてもよいかわり ，これまでの事業活動の運営方法

を一部変更することを余儀なくされることになるが，ＩＢＭ杜の判断では，政

府の告発の重点は主としてパソチカート ・ンステム事業の運営方法におかれて

おり ・新しい コンピ ュータ事業にはおかれていないと思われたこと，しかも事

業の重点は前者から後者に移行しつつあり ，１９５６年の時点になるとすでに コソ

ピュータ事業で圧倒的な市場 ンェ アを握るようになっていたことが，Ｉ　ＢＭ杜

をして同意審決を受諾してもそれほど大きな損害を受げることはないと判断さ

せることになったわげである 。

　ここで・この１９５６年の同意審決を具体的にみてみると，つぎのようなもので

あっ た。

　¢　機器の販売方法を レソタルに限定せず，売り切りも認め，どちらにするかを顧客

　　 の選択にまかせること 。

　　　カードについてはその製造技術を公開し，１９６３年までにＩ　ＢＭ杜のカード生産能

　　力が全国生産の半分以下にたるように，余分のヵ一ド製造設傭を処分すること 。

　　　これまで兼営していた受託データ処理サービス事業を「Ｉ　ＢＭ」の口乎称を使用し

　　ない別会杜として分離すること 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９２）
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＠　開発ずみおよび将来開発されるすべてのデータ処理機器についてのＩ　ＢＭ杜の特

　許とノウハウを，それらの利用を希望Ｌ，その使用料を払う用意のある企業に供与

　すること 。

　このような同意審決は，Ｉ　ＢＭ杜にどのような結果をもたらすことになった

か。

　似こついては，これがＩ　ＢＭ杜の営業活動に与える影響はほとんどなかった 。

すでに機器の販売方法としてレソタノレ方式が確立しており ，顧客がレソタノレに

なれてしまっ ているデータ処理機器産業においては，Ｉ　ＢＭ杜が売り切りも認

めるようにな っても，顧客が急にレソタノレから，一時にまとまっ た資金を要す

る買い取りに転換することは，それほど多く起らなかったからである（ただし ，

この点は，のちに１９６０年代後半に入 って ，この点を利用してＩ　ＢＭ杜の コソピュータを

リースする企業が登場するに及んで，Ｉ　ＢＭ杜の営業活動に重大な影響を与えるように

なる）。

　◎については，当時Ｉ　ＢＭ杜はカートの売り上げによっ て純利益の約４分の

１をあげていたので，当面の利益という点から考えると，確かにこれは痛手で

あっ た。 しかし，事業の中心がパソチカート ・ノステムからコソピ ュータ事業

に移ってきており ，情報の媒体としてのカードもしだいに磁気利用媒体（テー

プなど）に移行していくことになったので，長期的には，それはそれほど決定

的た痛手とはならなかった。また実際にそのような将来への読みが，杜長ワト

ソソ２世をして，この伝統的な高収益事業をある程度犠牲にしてもよいと決断

させた根拠でもあ った 。

　　については，Ｉ　ＢＭ杜は，１９５７年１月，サービス ・ビ ューロー
杜（Ｓｅｒｖｉｃｅ

Ｂ・・ｅａｕ　Ｃｏ・ｐｏｒａｔｉｏｎ・通称Ｓ　Ｂ　Ｃ）という子会杜を設立して，それまで兼営して

いた受託テータ処理サーヒス事業を別会杜に分離した。しかし，この子会杜は

１００劣株式所有の子会杜であり ，Ｉ　ＢＭ杜にとっ ては，それほと決定的た事業

構造の変更を意味するものではなかった 。

　酬こついては，これまでＩ　ＢＭ杜がテータ処理機器事業で独占的地位を確保

してきている技術的基盤を公開することになるので，たしかに表面的にはＩ　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９３）
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Ｍ杜の事業に影響を及ぽしそうであった。しかし，実際に公開の対象となるの

は， すでに市場に出ている技術のみに限られることになっていたので，他杜が

特許やノウハウを入手してそれを事業化しても，その時点ではすでにＩ　ＢＭ杜

が強固な市場支配を確立ずみであり ，前者にとっ て競争はきわめて不利なもの

とならざるをえないものであ った。また，技術開発の動きの早いこの産業分野

では，このような特許 ・ノウハウの取得による後発者としての市場進出を，き

わめてリスクの大きいものとしていた。このような事情から，Ｉ　ＢＭ杜の特許

・ノウハウの公開を求めた同意審決事項　は，実際にはＩ　ＢＭ杜の事業にそれ

ほど大きな影響を及ぽすことにはたらなかった 。

　以上，かんたんにたどっ てみたように，１９５６年Ｉ　ＢＭ杜が受諾することにた

った，政府からの反トラスト法訴謝こかかわる同意審決は，たしかにＩ　ＢＭ杜

のこれまでの事業活動の運営方法を一部変更することを余儀なくするものでは

あっ たが，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造がバソチカート ・システム事業からコソピ ュー

タ事業へ転換し，また新しい コソピ ュータ事業におげる技術開発が急速な展開

をみせる状況の中で，当初Ｉ　ＢＭ杜自身が予測したように，この同意審決のＩ

ＢＭ杜の事業活動への影響は，それほと大きなものとはならなかったわげであ
１９）

る。

　もう１つ，政府のＩ　ＢＭ杜訴訟に付ずいして起った競争企業スペリー・ ラソ

ド杜からの訴訟についていえぱ，Ｉ　ＢＭ杜は逆に，スペリー・ ラソド杜側がす

でに特許申請していたＥＮＩＡＣやＵＮＩＶＡＣなどの コソピュータ関係の特許

をなんとか入手したいと考えていたので，当初Ｉ　ＢＭ杜は両杜の間でバソチカ

ード ・システムとコソピ ュータに関する特許とノウハウのクロス ・ライセソス

協定を結ぶことを提案した。しかし，スベリー・ ラソド杜がこの申し出を拒否

したため，Ｉ　ＢＭ杜は，今度は逆にスペリー・ ラソド杜がパソチカード ・シス

テムの特許を侵害していると反訴し，妥協を迫った。これに対して・スベリー

・ラソト杜は訴訟が長ぴいて敗訴した場合の不利益を考えて，１９５６年８月，妥

協に応じ，両杜の間でパソチカード ・システムとコソピ ュータ関係の特許 ・ノ

ウハウについてクロス ・ライセソス協定を結ぶことに同思した。そして
，Ｉ　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９４）
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Ｍ杜は１９５６年１０月以降８年間にわたって，年１２５万トノレの特許使用料を支払う

ことで，この一件は落着することにた った 。

　このスペリー・ ラソド杜訴訟の以上のような結着は，結局Ｉ　ＢＭ杜の方には

るかに一大きな利益をもたらした。スベリー・ ラソド杜が申請していた コソピ ュ

ータ関係の特許は最終的に認められることになったので，もし以上のような両

杜間の協定がなかったたらば，Ｉ　ＢＭ杜の方は１９５６年以前に逆のほって特許便

用料を請求され，さらに多額の損害賠償を求められることになったであろう ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
Ｉ　ＢＭ杜はこのような危険を未然に防ぐことに成功したわけである ・

　以上，１９５０年代後半のＩ　ＢＭ杜をめぐる状況の１つとして・Ｉ　ＢＭ杜が巻き

込まれていた反トラスト法訴訟とその結着についてかんたんにみてきた。これ

までにのべたところからあきらかなように，Ｉ　ＢＭ杜はこれらの訴訟間題の結

着においてある程度の譲歩をしながらも，結局より多くの競争上の有利な条件

を確保することに成功したわげである 。

１８）すでに第２次大戦以前，１９３０年代半ぽにも ，Ｉ　ＢＭ杜は，レミソトソ ・ラソド

　杜と共謀してパソチカード ・ツステムをレソタルする顧客に対してバソチカード

　の購入の自由（当該のパソチカード ・システムを提供する企業以外から購入する

　自由）を拘束しているとして ，連邦政府（司法省）より反トラスト法違反の訴訟

　を起されたことがあ った。この件に対しては ，１９３６年・最高裁判所は・Ｉ　ＢＭ杜

　に対して ，同杜のパソチカード ・システムのいかなる顧客に対しても同杜製造の

　パソチヵ＿ドの使用を強制してはならないという ，政府側に有利な判決を下し

　た。しかし，この時点では，先に２であきらかにしたように，すでにＩ　ＢＭ杜は

　バソチカード ・システム市場の８０％近いシ ェアを支配しており ，しかもこれに先

　立ってカードの価格の大幅切り下げを行っていたので，市場に強力なライバルは

　なく ，判決はＩ　ＢＭ杜の営業活動にほとんど影響を与えなか った。以上の点につ

　いては，Ｓｏｍａ，丁加Ｃｏ刎力〃脈１’〃〃ｓかツ，ＰＰ・３４－３５，Ｓｏｂｅ１・朋〃一０
ｏＺｏｓｓ〃ｓ加

　丁７０〃ｓ〃ｏ〃，ＰＰ．９０－９１： 上掲邦訳，１１１～１１４ぺ一ジによる 。

ユ９）以上，連邦政府からの反トラスト法訴訟とその結果については
，ＭｏｏゴヅＳヱ犯一

　伽ｓ〃ｏＺ　Ｍ伽伽Ｚ，１９５７，ｐ．２７２４，Ｓｏｍａ，丁加Ｃｏ妙肋プ１〃〃ｓ的， ｐ． ３５，Ｓｏｂｅ１
，

　朋Ｍ＿０ｏｌｏ舳ｓ加丁７伽ｓ肋ｏ犯，ＰＰ．１４２－１４５： 上掲邦訳，１７７～１８２ぺ一ジ，などに

　　よる 。

２０）以上，スペリー・ ラソド杜からの訴訟については
，Ｍ００６ツ’ｓ肋伽”０Ｚ”醐伽Ｚ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ９５）
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　　 １９５７
・Ｐ
・２７２４・Ｂ… ｋ， 〃・ 肘Ｃ・榊伽舳・的， ＰＰ

．１６６－１６９，Ｓ．ｂ．１，朋〃
　　‘ＣＯＺＯｓ蜘伽丁７０郷肋〃，ｐｐ．１４５－１４７： 上掲邦訳，１８２～１８４ぺ一ジ，な＝どによる

。

　（４）１９５０年代末ＩＢ皿社の事業構造

　◎　事業の分野別構造（アメリカ国内）

　これまで，１９５３年に コソピュータ産業への参入を果たして以降の，１９５０年代

のＩ　ＢＭ杜をめぐる状況およぴそれによっ てもたらされたＩ　ＢＭ杜の事業活動

への影響についてたどっ てみた。ここでは，以上のような１９５０年代の経過をふ

まえ汝がら・その結果として，１９５０年代の終りごろにはＩ　ＢＭ杜はどのような

内部構造・とりわげ事業構造をもつものとなっていたかについて，まとめてお

くことにする
。

　ここで・１９５８～６０年におげるＩ　ＢＭ杜の事業分野別売上高の構成（ただし国

内のみ）を掲げてみると，表２５のとおりである
。

　　　　　　　表２５ユ９５０年代末Ｉ　ＢＭ杜の事業分野別売上高構成

　　　　　　　　　（１９５８～１９６０年 ：国内のみ）　　　　（実額単位 ：１００万ドル）

事業分野
　　　データ処理機器
実　　軍　　需　　品

　　　電動タイプライター

　　　 パソチカード／テープ

　　　サービス ・ピューロー杜
績　　　（データ処理サーピス）

合　　　　　計

　　　データ処理機器

構　　軍　需　　品

成電動タイプライター
　　　 バソチカード／テーブ
比
（　　　サービス ・ビューロー杜
％　　　（データ処理サービス）

合　　　　　計

１９５８

７６２

２２５

７５

７０

４０

１， １７２

６５，０

１９．２

６．
４

６．
０

３． ４

１９５９

８８１

２２９

９０

７０

４０

１９６０

１． ０００

　１９１

１２５

　７５

　４５

１・・１・１・ ，…

６７，３

１７．５

６．
９

５．
３

３．
１

６９，６

１３．３

８．
７

５．
２

３．
１

肌・ｌ１…１… ．・

　　（出所）Ｇｒｏｐｐｅｌｌｉ， Ａ． Ａ．，丁加Ｇ７０〃肋ｐ〃６螂加伽Ｃｏ刎〃’〃〃伽ｓ〃， １９７０
．ｐ
．２１０

，

　　　　Ｔａｂ１ｅ３３より作成 。

これをみてみると・まず１９５０年代末のＩ　ＢＭ杜においては中心事業であるデ

　　　　　　　　　　　　　　　（１９６）
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一タ処理機器事業の売上高が総売上高の３分の２を越える比重を占めているこ

とカミわかる。そしてさらに注目すべきことは，この表に示されている１９５８～６０

年の短期問のうちにもその比重が約６５劣から７０％近くまで上昇していることで

ある。これはいうまでもたく ，この時期におけるコソピ ュータ事業の急速た成

長の結果であるが，次章以降で示すように，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造におけるテー

タ処理機器事業の比重の上昇はさらに１９６０年代に入っても続き，１９６０年代半は

では７５％を越えることにな っていく（１９８１年現在では８０劣を越えていることは，す

でに３の〔１〕表９で示したとおりである）。

　ところで，このテータ処理機器事業の売上高（収入）はさらに売り切り収入

とレソタル収入から成り立っているが（すでに前項でみたように，１９５６年の同意審

決の受諾によって機器の売り切りを認めることにな った），さらにこの構成をみてみ

ると，表２６のとおりである 。

　　　　　　　表２６１９５０年代末Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業売上

　　　　　　　　　高構成（１９５８～１９６０年 ：国内のみ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

　　　　　　　　　　売１切１ 　レソタル 　合計６誰ノ漱
１９５８

１９５９

１９６０

７３　　　　　　６８９

３９　　　　　　８４２

２２　　　　　　９７８

７６２　　　　　９０．４

８８１　　　　　９５ ．６

１， Ｏ００　　　　　　　９７．８

（出所）Ｇｒｏｐｐｅ１１ｉ，丁加Ｇ７舳〃ｐ７０６螂加肋２Ｃｏ肋伽７ 〃〃ｓ吻。 ｐ． ２１２，Ｔａｂ１ｅ

　　３４より作成 。

　これによっ てあきらかなように，テータ処理機器事業の売上高のうち９０労を

超えるものが レソタル収入から成っているということである。さらにここでも

注目されることは，１９５０年代の最後の３年問に，そのレソタル収入の比重が

９０．４劣から９７．８％にまで上昇していることである 。少くともこの１９５０年代後半

についていえば，１９５６年に売り切りを認めることにはな ったが，これが レソタ

ルに取ってかわるということにはならなかったわげである（しかし ，１９６０年代に

入るとこの動向が変ってくることにたる。この点は，のちに改めてふれることになる）。

　上のテータ処理機器事業のレソタノレ収入について，ここでもう１つ注意して

おかたけれ凄ならたいことは，この中には，１９５３年以降始まっ たコソピ ュータ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９７）
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事業からのレソタノレ収入だげではなく ，それまでに蓄積されてきており ，また

コソピュータ事業が開始されて以降もそれを並行して拡大してきていたバンチ

カート ．ンステム事業からのレソタノレ収入カ１含まれているということである
。

このようたバソチカート ・システム事業からのレソタノレ収入が新しい コンピ ュ

ータ事業導入期におげる大量の資金需要を支える重要な基盤になったことはす

でに（２）でふれたとおりであるが，１９５０年代末の時点でこれがテータ処理機器事

業全体のレソタノレ収入の中でどれほどの比重を占めていたかは，残念ながら明

確には析出しえない。しかし，これについては，たとえほ１９６６年の時点でみて

みても，１７億８，１００万ドノレのレソタル収入のうち４億ないし４億５，０００万ド ノレ

がバソチカード ・システム関連のレソタル収入であったといわれていることか
ら・ それが１９５０年代末に占めていたであろう比重の大きさをおおよそ推測する
　　　　　　　　　２１）
ことができるであろう 。

　つぎに・テータ処理機器事業以外の事業についてみておくと，Ｉ　ＢＭ杜はさ

らに軍需品事業，電動タイブライター事業，バソチカート／テープ事業，およ

ぴ子会杜としてのサーヒス ・ピューロー杜（Ｓ　Ｂ　Ｃ）の行うテータ処理サービ

ス事業を内包していた
。

　軍需品事業についていえば，この１９５０年代後半におげるＩ　ＢＭ杜にとっ ての

最大の事業は・アメリカ空軍が１９５０年代後半から６０年代前半にかげて，１０年間

にわたり約４００億トルの巨費を投じて完成させた国防ンステム，半自動地上防

空管制 ンステム（Ｓｅｍ１－ａｕｔｏｍａｔ・ｃ　Ｇｒｏｍｄ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔ通称ＳＡＧＥンステム）の

中枢機能を果たす大型 コソピ ュータの引き受けであった。このＳＡＧＥシステ

ムはソ連からの攻撃にそ１なえて，北アメリカ大陸をとりまく広大なレーダー網

を敷設し・このレーダーからの情報を戦闘指揮センターに集めて分析し，迎撃

命令を適時 ・適所にオソライソ ・リァノレタイムで与えようとする最初の総合的

な防空情報処理システムであ ったが，このシステムの中枢機能を担っていたの

はいうまでもなく各戦闘指揮センターの コソピ ュータであ った。Ｉ　ＢＭ杜はこ

のコソピュータとそのプ ログラムの開発を引き受げ，７０１をべ一スとしてＡＮ／

ＦＳ　Ｑ７と乎ばれる機種を開発し，１９５８年に第１号機が設置された。そして

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８）
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１９６０年中ごろまでに，このＡＮ／ＦＳ　Ｑ７をそたえた１９のセソターが稼動する

ことにな った。各セソターは，一方が故障した場合の予備のために２基ずつを

設置することになったので，Ｉ　ＢＭ杜が納入したＡＮ／ＦＳ　Ｑ７は合計３８基で

あっ た。 この コソピ ュータは平均価格が１基２，ＯＯＯ万ドル前後であったといわ

れるから，Ｉ　ＢＭ杜はこのＡＮ／ＦＳ　Ｑ７で少くとも７億６，ｏｏｏ万ドルの収入を

得たということになるであろう 。しかし，このＳＡＧＥシステムヘのかかわり

を通じてＩＢＭ杜が得たものは，上のような巨額の収入もさることたがら，新

しい コソピ ュータ技術上のノウハウ，とりわけ１９６０年代以降民需 レベノレで開花

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
してくるオソライソ ・リアノレタイム ・システムの技術であ った 。

　ところで，以上のような国防ビッ グ・ プロ ジェクトと重要なかかわりをもち

ながらも，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造全体の中では，軍需品事業の占める比重はしだ

いに低下していくことに．な った。表２５に示されているように，その比重は１９５８

～６０年の問に１９．２％から１３．３刎こまで低下している 。この傾向は１９６０年代に入

っても続き，１９６０年代半ぱには５～６％台になっていく 。これは，一方ではも

ちろんテータ処理機器事業の急速な成長の相対的な結果であ ったが，その収入

の絶対額の推移　　それは停滞傾向をたとっ ている　　からも察せられるよう

に， それは，主としては，Ｉ　ＢＭ杜が軍需という不安定 ・不可測た収入源に必

要以上に依存することを避げようとした，経営戦略の反映であ った ・

　その他の，電動タイプライター パソチカード／テープ，およびＳ　ＢＣの事

業については，表２５に示されているように，１９５０年代末にはＩ　ＢＭ杜の事業構

造の中では，それぞれ７～８劣，５％，３％程度の比重を占めていた 。

　ところで，以上のような，その他の事業の中に，Ｉ　ＢＭ杜創設以来その事業

構造の１つの構成部分をなしてきたタイム ・レコータ部門（Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｔｍｅ

Ｒｅｃ０ｆｄｅｒｓ　ａｎｄ　Ｅ１ｅｃｔｒ１ｃ　Ｔ１ｍｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ 都門。１９５４年以降，Ｔｍｅ　Ｅｑｕ１ｐｍｅｎｔ部門）

がすでに消滅しているのが気つかれる。これは，この部門が，１９５８年末，シソ

プレックス ・タイム ・レコータ杜（Ｓ１ｍｐ１ｅｘＴｍｅＲｅｃｏｒｄｅｒＣｏ ・ｏｆＧａｒｄｎｅｒ）に

売却されたことによるものである。Ｉ　ＢＭ杜は創設以来の３つの事業のうち ，

まず１９３４年に計量器部門を売却したが，これに続きさらにタイム ・レコータ部

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９）
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門を売却することによっ て， より一層テータ処理機器事業への経営の集中化を
　　　　　　　　　　　　　２３）
計ることになったわげである 。

　２１）　ＧｒｏｐＰｅ１１１・丁加Ｇ”ｏ〃肋Ｐ”０６２ｓｓ舳肌２ ０ｏ刎ク〃〃１〃〃ｓ的１， ＰＰ２０９－２１０

　２２）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ル舳ｏＺ　Ｒ％ｏ〃，１９６０，Ｐ１６，Ｍａｌｃｏｌｍ　Ｄ　Ｇ ，Ｐｏｗｅ
，

　　　ＡＪ ・ａｎｄＭｃＣｏｎｎｅ１１ＬＦ ，〃ｏ伽８２刎８〃Ｃｏ刀肋ＺＳツｓ加榊，１９６０，Ｃｈａｐ１１

　　　竹中直文訳『新 ・経営管理方式一電子計算機とシステム 開発』１９６２年，目本生
　　　産性本部・第１１章・Ｍａ１ｉｋ・ル６乃刎ｏ榊〃…肋２閉ｏ〃Ｐ－Ｚ郷〃〃Ｂ〃，ＰＰ．６０

　　　－６１・目本電子工業振興協会ｒ米国の電子計算機工業（後篇）』１９６０年９月 ，２７～

　　　３４ぺ一ジ 。

　２３）ＩＢＭＣ・・ｐ…ｔ… ，地・伽１助・〃，１９５８，Ｐ２０

　◎ＩＢＭワールド ・トレード社（ＩＢＭＷ・・ＭＴｍｄ・Ｃ・叩・蝸・ｍ）

　以上，１９５０年代末のＩ　ＢＭ杜の事業構造をもっぱらその分野別構成の視点か

らみてみたが　　ただし，資料の都合で具体的な考察はアメリカ国内の事業構

造に限定されていた　　，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造をさらに地域的な拡がりという

視点からみてみると，すでにこの段階においても，それは広く世界的た展開を

小してし ・た 。

　しかし，Ｉ　ＢＭ杜事業の世界的な拡がりは第２次大戦後に始ったことではな
く・ もともとバソチヵ一ト ・ンステムの発明者ホレリス（Ｈｏｕｅｎｔｈ，Ｈ）がＩ　Ｂ

Ｍ杜の前身ＣＴＲ杜の設立される以前からそれを国内だげではなく海外に販売

しようとし，その製造 ・販売権あるいは特許使用権を海外各地の企業に供与し
　　　　　　　　　　　　２４）
たことに始まるものである。その後，半世紀にわたるバソチカート ・システム

の時代を経て，１９５０年代はじめには，Ｉ　ＢＭ杜は海外９ケ国に１３の工場をもち
，

さらに７６ケ国にわたり約１９０カ所の営業拠点をもっ て事業活動を行うことにた
　　　２５）
ってし ・た

。

　Ｉ　ＢＭ杜は，第２次大戦後，１９５０年に，このような戦前から蓄積されてきて

いた国外での事業活動を統括する組織として別会杜Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード
杜（ＩＢＭＷｏｒ１ｄＴｒａｄｅＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）を設立し

，それまでのＩＢＭ杜の国外での

資産，権益をこの新会杜に移譲することになった。そして，人事的には，ワト

ソソ１世は次男のアーサー・ Ｋ． ワトソソ（Ｗａｔｓｏｎ，Ａ．Ｋ．愛称デ ィツク ・ワト

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００）
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ソソ）にその管理をまかせ（当初副杜長，１９５４年杜長 ，１９６３年会長）・Ｉ　ＢＭ杜本体

の管理を引き継く長男トーマス ・Ｊ ・ワトソソ２世（ｗａｔｓｏｎ
　Ｔｈ　Ｊ ・Ｊ・）との

　　　　　　　　　　　　　　　２６）
問に合理的な分担関係をつくっ た。

　組織的には，このＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜を通して世界各地の事業活動

を統括するために，その設立と前後して，すでにこれまであった国外の関連会

杜すでに株式所有を通しての子会杜であったものや・製造 ・販売権・特許

使用権などで関係のあった会杜　　との関係を整理し・基本的に！００劣株式所

有の子会杜を各地に設立した。たとえば，イギリスでは１９０４年以来Ｉ　ＢＭ杜の

パソチカート ・ツステムの製造 ・販売権をもっ ていたフリティッンユ ・タヒュ

レーティソク ・マンソス
杜（Ｂｎｔ１ｓｈ　Ｔａｂ血ａｔ１ｎｇ　Ｍａｃｈ１ｎｅｓ，Ｃｏ）との関係を清算

して，新たにＩ　ＢＭイギリス杜（ＩＢＭ　Ｕｍｔｅｄ　Ｋ
・ｎｇｄｏｍ－Ｌｔｄ）が１９４９年に設立さ

れた。ドイツでは１９１０年以来特許使用権をもつドイ ッチ ェ・ ホレリス ・プシー

ネソ
杜（Ｄｅｕｔｓｃｈｅ　Ｈｏｕｅｎｔｈ　Ｍａｓｃｈｍｅ　Ｇｅｓｅｕｓｃｈａｆｔ　ｍ　ｂ　Ｈ通称ＤＥＨＯＭＡＧテホプ

ク）が活動していたが（１９２２年に同杜を買収。９０％株式所有）１１９４９年これがＩ　ＢＭ

ドイ ッチ ュラソト ・イソテノレナチォナーレ ・ビ ューロー・ マシーネソ
杜（ＩＢＭ

Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ－Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎ１ｅ　Ｂｕｒｏ　Ｍａｓｃｈｍｅｎ　Ｇｅｓｅｕｓｃｈａｆｔ　ｍ－ｂ　Ｈ）に改組された 。

またフラソスでは１９１９年Ｃ　ＴＲ杜によっ て設立されたアソテ ノレナシオナーノレ
・

ト・ マシソヌ ・コマンアノレ
杜（Ｓｏｃ１６ｔ６Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１ｅ　ｄｅ　Ｍａｃｈ

，ｎｅｓ　Ｃｏｍｍｅｒｃ１ａｌｅｓ）

がフラソセース ・オレリス
杜（Ｓｏｃ・６ｔ６Ｆｒａｎｇａ１ｓ　Ｈｏｕｅｒ・ｔｈ１９３５年）・ニレクトロ

コソタ＿フノレ
杜（Ｃｏｍｐａｇｍｅ　Ｅ１ｅｃｔｒｏｃｏｌｍｐｔａｂ１ｅ１９４０年）と名前を変えて存続し

ていたが，１９４８年これがＩ　ＢＭフラソス杜（Ｃｏｍ
－Ｐａｇｎｉｅ　ＩＢＭＦｒａｎｃｅ）に改組さ

れた。このように，世界各地で事業活動を統括する子会杜が設立され
，Ｉ　ＢＭ

ワ＿ルド ・トレード杜はこのような世界各地の子会杜群を統括することによっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
て， Ｉ　ＢＭ杜の全世界に及ぶ事業活動の管理を担うことになったわげである 。

　ここで，１９５０年代におげるＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の経営実績をＩ　ＢＭ

杜全体のそれの中に位置つげたがら示してみると・表２７のとおりである ・

　この表からわかるように，売上高（収入）でみてみると・Ｉ　ＢＭ杜全体に占

めるＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の比重は，１９５０年代を通して１８劣前後を緯持

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１）



’ＶＶ　“　　　’■ １

年
売　上　　高 純　　利　益 売上高純利益率（％）

全体 国内 国外
国外比
率（％） 全体 国内 国外

国外比
率（％） 全体 国内 国外

１９５０ ２６６ ２１５ ５１ １９．２ ４０ ３３ ７ １７．５ １５．０ １５．５ １３．７

１９５１ ３３５ ２６７ ６８ ２０．３ ３６ ２８ ８ ２２．２ １０．７ １０．５ １１．８

１９５２ ４１２ ３３４ ７８ １８．９ ３８ ３０ ８ ２１．１ ９．
２ ９．

０ １０．３

１９５３ ４９７ ４１０ ８７ １７．５ ４４ ３４ １０ ２２．７ ８，
９ ８． ３ １１．５

１９５４ ５７０ ４６１ １０９ １９．１ ６１ ４７ １４ ２３．０ １０．７ １０．２ １２．８

１９５５ ６９６ ５６４ １３３ １９，１ ７５ ５６ １９ ２５．３ １０．８ ９． ９ １４．３

１９５６ ８９２ ７３４ １５８ １７．７ ９１ ６９ ２２ ２４．２ １０．２ ９． ４ １３．９

１９５７ １， ２０３ １， ０００ ２０２ １６．８ １１６ ８９ ２７ ２３．３ ９． ６ ８．
９ １３．４

１９５８ １， ４１８ １， １７２ ２４６ １７．３ １６０ １２６ ３４ ２１．３ １１ ．３ １０．８ １３．８

１９５９ １， ６０７ １， ３１０ ２９７ １８．５ １８６ １４６ ４０ ２１，５ １１ ．６ １１ ．１ １３．５

１９６０ １， ８０８ １， ４３６ ３７２ ２０．６ ２１７ １６８ ４９ ２２．６ １２．０ １１ ．７ １３．２
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　　表２７１９５０年代Ｉ　ＢＭ杜の国内 ・国外別経営実績推移（１９５０～１９６０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

（出所）ＩＢ１Ｍ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉＯｎ
，五舳舳Ｚ地力０７｛の各年版より作成 。

していた・これは・一面では・Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の売上高がこの問

Ｉ　ＢＭ杜のアメリカ国内での売上高と同じ歩調で成長し続げたということであ

るが・他方・のちにみるように１９６０年代に入るとＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜

の売上高の成長が国内のそれをはるかに越え，１９７０年代には則者がＩ　ＢＭ杜全

体に占める比重も５０劣を越えるまでになるという長期的な動向を念頭におげぱ
，

この時期のＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の事業活動，すなわちＩ　ＢＭ杜のアメ

リカ国外の事業活動はまだその本格的な成長期を迎える前段階であったという

ことを意味しているわげである
。

　さらに・この問の売上高純利益率をみてみると ，一貫してＩ　ＢＭワ＿ノレド ．

トレード杜のそれがアメリヵ国内でのそれを上回っていることが注目される 。

この時期におげる国外事業活動は売上高ではまた全体の２０劣に達しない程度に

とどまっ ていたが・それはＩ　ＢＭ杜にとっ てはすでに国内事業活動よりも高収

益をあげうる活動領域となっていたわげである 。

　２４）Ｓｏｂｅ１・朋〃一０ｏＺｏｓ蜘加〃伽批ｏ〃，ＰＰ．１３４－１３５： 上掲邦訳，１６７～１６９べ＿

　　　ジ 。

　２５）　 ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，３〃ｓ伽９ｓｓ〃０６〃雌ｓ，Ａｐｒｉ１２９．１９５２
．

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０２）
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２６）Ｓｏｂｅｌ，個〃一ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ加丁閉ｓ肋ｏ〃，ＰＰ．１３１－１３４： 上掲邦訳，１６４～１６７ぺ一

　ジ 。

２７）１ろ倣，ＰＰ
．１３５－１３７： 上掲邦訳，１７０～１７２ぺ一ジ ，北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦』１４８

　～１５０べ一ジ 。

〔２〕１９５０年代におげる組織構造の変革

　以上〔１〕では，コソピ ュータ「第１世代」に相当する１９５０年代のＩ　ＢＭ杜の

組織構造の変革をあきらかにするために，まずその基礎にある事業構造がとの

ように変化したかについて概観した。そこで，つぎにこれを基礎にして，この

時期にＩ　ＢＭ杜の組織構造がどのように変革されることになったかを具体的に

　　　　　　　　２８）
みていくことに一する 。

　　２８）本項のテー刊こついては，かつて拙稿ｒ戦後アメリカ巨大企業の組織変革一

　　　 マトリックス組織の彩成とその意義一」ｒ立命館経済学』第２９巻第６号
，１９８１

　　　年２月 ，の中の１つの事例研究として取り上げたことがある。本項の叙述，とく

　　　に（１）と（２）の¢はこれを下敷きにしているので，上掲拙稿，３０～３７ぺ一ジと重複す

　　　るところがある 。

　（１）１９５６年の組織変革

　〔１〕でのべたように，Ｉ　ＢＭ杜は１９５０年代前半から半ぼにかけて，パソチカ

ート ・ンステム事業からコソピ ュータ事業へ急速に事業構造の基本軸を転換さ

せていくことになったが，Ｉ　ＢＭ杜はこの新しい事業構造の展開に対応して ，

それにふさわしい新しい組織構造の構築をすすめることにな った 。

　Ｉ　ＢＭ杜がこのような新しい事業構造の展開に対する新しい組織構造を確立

することになったのは，のちにのべるように
，１９５６年１１月，新しい杜長ワトソ

ソ２世（１９５２年就任）が１００名を超える幹部職員を招集して開いたいわゆる「ウ

ィリアムスハーク会議（Ｔｈｅ　Ｗ・１ｌ・ａｍｓｂｕｒｇ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ）」においてであったが ，

まず１９５６年１１月までのＩ　ＢＭ杜の組織構造をみてみると，それは基本的に機能

部制組織の形態をとっ ていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０３）



７８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

　とくに１９５４年までのそれは，典型的な機能部制組織の彩態をとっ ていた。い
ま， この１９５４年時点の組織を図示してみると，図９のとおりである 。

　　　　　　　　　　　　図９　１９５４年のＩ　ＢＭ杜組織
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　　　（出所）Ｃｏｒｅｙ，Ｅ・Ｒ・ａｎｄ　Ｓｔａｒ，Ｓ．Ｈ ．， ０惚ｏ伽ｏ〃ｏ〃 Ｓ伽晦ツース〃ｏ伽伽９五〃７０”乃 ，
　　　　　ユ９７ユ，ｐ．ユ３４，Ｅｘｈｉｂｉｔ２

　図に示されているように，この時点までのＩ　ＢＭ杜の組織は，機能別に分割

された５つのライソ部門（製造，財務，サーピス，販売，エソジニァリソグ）と８つ

のスタ ッフ部門（製品計画 ・市場分析，ＥＤＰＭ開発，法務，　たど）からたる典

型的な機能部制組織であった。この時点のＩ　ＢＭ杜は，３つの大きな事業ライ

ソ，　　◎電動会計機械（Ｅｌｅｃｔｒ１ｃ　Ａｃｃｏｍｔｍｇ　Ｍａｃｈｍｅ）すなわちパソチカード

・システム ，◎電動タイプライター（Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｔｙｐｅｗｒｉｔｅｒ），および　タイム ・

レコータ（Ｔｍｅ　Ｅｑｕ・ｐｍｅｎｔ）という３つの事業ライソをもっ ていたが，組織を

構成する各部門は，それぞれ機能別に分担して，これら３つの事業ライソにか

かわりをもつように組み立てられていた 。

　すでに〔１〕でみたように，Ｉ　ＢＭ杜は，１９５３年新たに コソピ ュータ事業を導

入し，以後，それまでのバソチカート ・システム事業にかわってこれが事業構

造展開の基本軸としての役割を担うことになってい った。これに対応して，ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（３）（坂本）　　　　　　　　　　　　７ｇ

ず１９５４年から５６年の問に，いくつかの組織構造の再編成が行われた。こうして

つくられた組織構造を図示してみると，図１０のようなものである 。

図１０ユ９５６年組織変革直前のＩ　ＢＭ杜組織

（出所）Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０７ｇ舳伽〃舳５伽惚ツ，Ｐ．１３４，Ｅｘｈｉｂｉｔ３

　この図に表わされている組織再編成のポイソトは，まず第１に，新たに２人

の経営副杜長が任命され，機能別の諸部門，とりわげデータ処理機器関係（旧

来のハソチカート　 ンステム 事業と新しく導入されたＥ１ｅｃｔｒｏｎ１ｃ　Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｍａ －

ｃｈ１ｎｅｒｙ事業，すなわち コソピュータ事業の２つの事業ライソを含む）の機能別諸部

門の責任を分担するような体制がつくられたことである。すなわち，１人がデ

ータ処理機器関係の製造と経理，および企業全体の財務，人事，法務に責任を

もち，もう１人がデータ処理機器関係の製晶開発，生産計画，販売，顧客技術

サーヒス，販売教育，およぴ企業全体の研究，教育，労務なとに責任をもつこ

とにな った。これは，新しくコソピ ュータ事業が導入されたことによっ て生じ

てきた，企業の直面する事態の変化の速さ ・複雑化に敏速に対応するために ，

杜長の負担を軽減して，トッ プ・ プネジメソトの意思決定能力の上昇を計ろう

とするものであ った 。

　この時期の組織再編成のもう１つのポイソトは，電動タイブライター（Ｅ１ｅｃｔｎｃ

Ｔｙｐｅｗｒ・ｔｅｒ），軍需品（Ｍ・１・ｔａｒｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ），消耗品（Ｓｕｐｐ１・ｅｓ），およぴテータ処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０５）



８０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

サーヒス（Ｓｅｍｃｅ　Ｂ岨ｅａｕ）の４つの事業が独自の部門（Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）として，中心

の機能別の部門組織から切り離されたことである。これによっ て， 急速に成長

しつつあったテータ処理機器事業，とりわげ コソピ ュータ事業に戦略的重点を

おくことがめざされた（なお，タィム ・レコーダ＝時問記録設備事業は，前記のデー

タ処理機器関係の部門に含められていた）。

　しかし，以上のようないくつかの手なおしにもかかわらず，それはＩ　ＢＭ杜

の組織構造の，機能部制組織としての基本を変えるものではなかった。そして

それは，新しい コソピ ュータ事業の成長と直面する事態の変化 ・複雑化の中で ，

さまざまの弱点をさらけ出すことにな った。ある内部メモが列挙する当時のＩ

ＢＭ杜組織構造の弱点は，つぎのようなものであ った 。

　¢　杜長と２人の経営副杜長に過重な負担が課せられている 。

　　　２人の経営副杜長の間でのテータ処理機器事業の責任分担は，２人の間での絶え

　　ざる協議と杜長による決裁の必要をつくり出している 。

　　　意思決定のスローダウソが事業遂行を阻害するまでにたっている 。

　＠　統制と成果の評価の基準が不適切である 。

　◎前進的な計画立案が著しく欠げている 。

　＠　スタ ッフ概念が正しく理解され，活用されていない 。

　このような状況の中で，杜長ワトソソ２世は，１９５６年５月，会長ワトソソ１

世から主席経営役員（Ｃｈ・ｅｆ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ　Ｏ箭ｃｅｒ）の地位を譲り受げ，形式的にも

実質的にもＩ　ＢＭ杜の最高責任者になると（ワトソソ１世はこの１ヶ月後に死去し

た），早速上のような組織間題の解決に取り組み，組織構造の研究を経営 コソ

サルタソト会杜フース ・アレソ ・アント ・ハミルトソ杜（Ｂｏｏｚ，Ａ１１ｅｎ　ａｎｄ　Ｈａ －

ｍ１ｔｏｎ）に依頼した。そして，その報告にもとついて新しい組織づくりの作業

が進められ，１９５６年１１月，１００名を超える幹部職員を召集して，ヴァージニァ

州ウィリァムスハークで開かれたｒウィリァムスバーク会議」で，その新組織

が発表された。それは，図示すれは，おおよそ図１１のようなものであった 。

　図からすでにあきらかなように，この新しいＩ　ＢＭ杜の組織構造は，まずそ

れまでの機能部制組織とは様相を　転して，事業部制組織として編成されたも

のであ った。すたわち，それはそれまでの機能別の部門編成を解消して，大き

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０６）



　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（３）（坂本）

図１１１９５６年変革後のＩＢＭ杜組織
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（出所）Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０７ｇ伽伽〃舳Ｓ〃肋ｇツ，Ｐ
・１３５，Ｅｘｈｉｂｉｔ４・より作成 。

く４つの柱からなる事業別の部門編成をとることにな った。具体的には ，

　　第１に，アメリカ国内でデータ処理機器，具体的には コソピ ュータおよび

その関連機器の事業に責任をもつ，テータ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ

　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ）

　　第２に，電動タイプライター事業部とサプライス（消耗品）事業部を含む事

業部グ
ノレープ（Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｔｙｐｅｗｒｉｔｅｒ　ａｎｄ　ＳｕｐＰ１ｉｅｓ　Ｇｒｏｕｐ）

　　第３に，軍需品事業部，タイム ・レコータ事業部，特殊エソソニアリソク

製品事業部およひサーヒス ・ヒューロー杜（すでにのへたように，テータ処理サ

　ーヒス事業を行う１００％株式所有子会杜）を含む事業部クノレープ（Ｍｌ１１・ｔａｒｙ・Ｔ・ｍｅ

　ａｎｄ　Ｓｐｅｃ１ａ１Ｅｎｇ１ｎｅｅｒ１ｎｇ　Ｇｒｏｕｐ）

　　第４に，アメリカ国外での事業活動を担当するＩ　ＢＭワーノレト ・トレート

　杜（ＩＢＭＷｏｒ１ｄＴｒａｄｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０７）
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　　以上のような４つの事業部ないし事業部クループを柱とする事業別の部門

編成がつくり上げられることになったわけである 。

　この新しいＩ　ＢＭ杜の組織においてさらに重要なことは，新たに分権制の原

理が導入され，市場と利益についての責任と権限が基本的に個別事業部 レヘル

に移譲されることにな ったことである。したが って，Ｉ　ＢＭ杜の組織構造は ，

この１９５６年の再編成によっ て， 分権制にもとつく事業部制組織として構築され

ることになったわげである。ところで，こうして導入された分権制にもとづく

組織構造のあり方は，事業部門編成そのもののいく度かの変革にもかかわらず
，

今日まで一貫して貫かれてきている。その意味でこの１９５６年の組織構造の変革

は， Ｉ　ＢＭ杜の歴史の中でも，画期的に重要な位置を占めるものとな っている

ということができる 。

　ところで，以上のような４つの柱からなるライソ部門（事業部門）に対し

て・ 企業全体のスタヅフ部門としての企業スタヅフ ・クノレープ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｔａ伍

Ｇｒｏｕｐ）が編成され，杜長室（Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ’ｓ　Ｏ冊ｃｅ）が直轄する組織や予算たどいく

つかの業務を除くすべての全杜 レベル ・スタ ッフ業務に責任をもつことにた っ

た。

　さらに，その上に，企業全体としての政策と計画の作成に責任をもつ機関と

して企業経営委員会（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍ・ｔｔｅｅ）がつくられた。これは ，

杜長，テータ処理機器事業部およぴ企業スタ ヅフ ・クループのそれぞれに責

任をもつ２人の経営副杜長，さらに３人の事業部クループ担当経営者（Ｇｒｏｕｐ

Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅｓ），以上６人によっ て構成されていた 。

　以上のような構成と特徴をもつ新しい組織は，すでにあきらかたように

　◎　完全にライソ機能とスタ ッフ機能に対する経営者の責任を分離したこと

　◎　事業を管理しやすい部分に分げ，他方，以前には分割されていたテータ

　　処理機器事業の業務を統合し，１つの事業単位としたこと

　　　国内活動と国際活動をより密接に統合したこと

　　なとによっ て， Ｉ　ＢＭ杜に，変化の急な企業環境に適合的な組織構造を準
　　　　　　　　　　　　　２９）
備することにな ったわけである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０８）
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２９）　以上 ，Ｃｏｒｅｙ，Ｅ．Ｒ．ａｎｄ　Ｓｔａｒ，Ｓ・Ｈ ・， ０７ｇｏ伽〃ｏ〃Ｓ６〃２ｇツー五Ｍ〃尾８伽ｇ

　五カク７０００ん， １９７１，ＰＰ．１０９－１１０による 。

　（２）１９５９年の組織再編成

　¢　データ処理機器事業の組織再編成

１９５０年代後半に入って，コソピ ュータ産業がいかに急速に成長してい ったか ，

さらにその中でＩ　ＢＭ杜自身の コソピ ュータ事業の成長がいかに著しかったか

は， すでに〔１〕の（３）でみたとおりである 。

　このような状況の中で，１９５０年代も終りにたると，もうコソピ ュータ事業は

それを１つの事業単位として管理していくのが難しくなってきていた
。１９５９年

のテ＿タ処理機器事業部の売り上げは，すでに１９５５年のＩ　ＢＭ杜全体の売り上

げよりも大きくなっていた。いまや，この事業部の経営者は
・１９５６年に企業全

体レベルでの直面したのと同種の問題に直面することにな っていた ・

　１９５９年
，このような間題に対処するために，Ｉ　ＢＭ杜は，すてにのへたよう

な， １９５６年にでき上った事業部制組織を再編成することにな った・こうして新

たにでき上ったテータ処理機器事業関係の組織は，図１２のようたものであっ仁

　図よりあきらかなように，この１９５９年の組織再編成によっ て， それまでのデ

＿タ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｆ．ｃｅｓｓｉｎｇ　Ｄｉ・ｉｓｉｏｎ）は以下のような４つの事業部に

分割されることにな った。すなわぢ ・

　¢　
セネラル ・プ ロタクソ

事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　中 ・小型

　　のデータ処理システムの開発と製造を担当

　◎　
テータ ・：■ステムス

事業部（Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）　　大型のテータ処

　　理システムの開発と製造を担当

　　　先進 ノステム
開発事業部（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）

　　新しい市場機会を探し，将来の先進的たデータ処理システムを開発する業

　　務を担当

　＠　テータ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）　アメリカ国内にお

　　けるデータ処理システムの販売と顧客サービスを担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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（出所）Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０惚ｏ伽ｏ〃ｏ〃 ８〃肋妙，Ｐ．１３６，Ｅｘｈｉｂｉｔ５

　　以上，４つの事業部に分割されることにな った。したがって，Ｉ　ＢＭ杜の

組織構造は１１９５６年の段階のそれとくらべて，一段と分権化を進めたものに再

編成されることにたったわげである 。

　ところで・さらに図よりあきらかなように，こうして分割されたデータ処理

機器事業関係の４つの事業部は，より上位 レベルでは，ンステム開発と製造に

かかわるはじめの３つの事業部と，新しく販冗事業部に純化した最後のテータ

処理機器事業部がそれぞれ別々の事業部クルーブ担当経営者（ＧｒｏｕｐＥｘｅｃｕｔ，ｖｅｓ）

によっ て統括されることになっていた。そして，テータ処理機器事業全体とし

ての意思の調整は企業経営委員会（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ）で行われ

ることになっていた。したが って，この１９５９年の新しい組織構造では，テータ

処理機器事業についての組織は，まず開発 ・製造関係と販売 ・サーヒス関係に

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１０）
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ついて大きく機能別の分権化が行われ，さらにそれらの各機能について事業領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
域別の分権化が行われることにな っていたわげである 。

　３０）　Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０プｇｏ〃朋〃ｏ〃Ｓケｏ加ｇツ・Ｐ
・１１０

・

　◎　１９５０年代末の組織構造

　以上¢では，１９５９年のＩ　ＢＭ杜の組織構造の再編成を，そのポイソトである

テータ処理機器事業関係の組織の再編成を焦点にして説明した。ここでは，こ

うして再編成された組織の全体構造について，もう少し具体的にみておくこと

にする 。

　前掲図１２よりあきらかたように，１９５９年の再編成によっ てＩ　ＢＭ杜の組織構

造は，¢で説明したような旧来のデータ処理機器事業部の４分割を前提として ，

新たにつぎのような４つの事業別の部門組織から成り立つことにな った。すな

わぢ ，

　　第１は，セネラ ノレ ・プ ロタクソ事業部，テータ ・！ステムス事業部，およ

　ぴ先進 ノステム開発事業部を含む，テータ処理 ノステムの開発と製造関係の

　事業部クノレーフ

　　第２は，テータ処理機器事業部，連邦政府向げ ！ステム 事業部（Ｆｅｄｅｒａ１

　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ・ｖ１ｓ・ｏｎ），サフライス（消耗品）事業部（ＳｕｐＰ１・ｅｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）・およぴ

　子会杜サービス ・ビ ューロー杜を含む，データ処理システムの販売と顧客サ

　ニと三および÷ニメ允垂与二と三関係の事業部クノレーブ

　　第３は，電動タイプライター 事業部（Ｅ１ｅｃｔｎｃ　Ｔｙｐｅｗｒ，ｔｅｒ　Ｄ１ｖ．ｓ．ｏｎ）

　　第４は，アメリカ国外での事業活動に責任をもつＩ　ＢＭワーノレト ・トレー

　ド杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）

　　以上のような新しい事業別の部門編成がつくり上げられることにな った ・

　つぎに，以上のような部門編成に組み込まれている各事業部について，もう

少し具体的にみておくことにする 。

　¢　ゼネラル ・プ ロダクツ事業部…… 中・ 小型のデータ処理システム（コソ

ピュ＿タ），具体的にはＩＢＭ６５０の開発と製造を担当していた。１９６０年代に入

ると ，この事業部から１４０１や１６２０（科学研究用）などの機種が出されることにな

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１１）
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る。 この事業部では，さらにバソチカート ・ノステムの継続的た製造も行われ

ていた。この事業部の製造所と開発研究所は，エソティコット（Ｅｎｄ・ｃｏｔむＮｅｗ

Ｙｏｒｋ），ハーリソトソ（Ｂｕｒ１１ｎｇｔｏｎ，Ｖｅｍｏｎｔ），ロ チェ スター（Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ，Ｍ１ｍｅ －

ｓｏｔａ），およびサソ ・ノゼ（ＳａｎＪｏｓｅ，Ｃａ１ｉｆｏｍｉａ）におかれていた 。

　◎　テータ ・：■ステムス事業部　　大型のテータ処理 ：■ステム，具体的には

７００ノリースの開発と製造を担当していた。１９６０年代に入ると，この事業部か

らは７００シリーズのあとを継ぐ７０００シリーズが出されることになる。また，こ

の泰業部は，１９５５年より取り組まれていたスーパー・ コンピ ュータ開発計画 ，

通称ＳＴＲＥＴＣＨ計画（ＳＴＲＥＴＣＨは，コソピュータ開発技術の現状を打破するの

意）を引き継ぎ，１９６０年代はじめ，開発したＳＴＲＥＴＣＨ コソピ ュータ（７０３０）

をアメリカ原子力委員会（Ｔｈｅ　Ａｔｏｍ・ｃ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｃｏｍｍ・ｓｓ・ｏｎ）ロス ・アラモス科学

研究所（Ｌｏｓ　Ａ１ａｍｏｓ　Ｓｃ・ｅｎｔ１丘ｃ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）に納入することになる（ただし，この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
スーバー・ コソピュータ開発計画は結局失敗で，まもたく柵上げにされてしまっ た）。

この事業部の拠点製造所 ・研究所はポーキープノー（Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）

にあ った 。

　　　先進 ンステム開発事業部　　この事業部はそれまでの特殊エソシニアリ

ソク製品事業部（Ｓｐｅｃ・ａｌＥｎｇ・ｎｅｅｒｍｇ　ＰｒｏｄｕｃｔｓＤ・ｖ・ｓ・ｏｎ）の活動を発展的に継承す

るものであり ，Ｉ　ＢＭ杜の コ１／ピ ュータを使って，種々の新しい目的に即応し

た先進的な情報処理システムをつくり上げ，これによっ てコソピ ュータの新し

い市場を開拓する業務を担当していた。たとえぱ，そのようた先進的システム

として，データ ・べ一スを使った情報検索システム，工業用プ ロセス ・コソト

ローノレ ・システム，オソライソ情報処理システム たどがあ った。オンライソ情

報処理システムヘの第一歩としては，ＩＢＭ９０９０チケ ヅト予約 システム（ｒｅｓｅｒ －

ＶａｔｉＯｎ　ＳｙＳｔｅｍ）が開発され
，ジ ェット航空機時代を迎えて急膨張しつつあるチ

ケット予約業務の画期的た解決システムとして，航空業界での市場開拓がめざ

された 。

　　　テータ処理機器事業部　　上記セネラル ・プ ロタクソ事業部，テータ ・

：■ステムス事業部およぴ先進 ンステム開発事業部で開発 ・製造されたテータ処

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１２）
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理システムの，アメリカ国内での販売と顧客サービスを担当していね

　　　連邦政府向 ノステム事業部　　連邦政府向げの，とくに軍事用や宇宙開

発用たどの特別に大規模な情報処理システムの開発 ・提供を担当していた・こ

の事業部の業務としては，この当時，すでにのべたＳＡＧＥ（半自動地上防空管

制）システム用大型 コソピ ュータや，空軍の大陸問爆撃機用爆撃巡航 システム

（Ｂ．ｍｂｉｎｇ　Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ）の受注が果たされつつあ ったが，さらに大陸問

弾道 ミサイ ノレｒタイタン」の誘導 システム用コンピ ュータの開発，戦略空軍の

全世界防空システム
用■

超高速 コソピ ュータの開発，連邦航空局（Ｆｅｄｅｒａ１Ａｖｉａ
－

ｔｉ。、 Ａｇｅｎｃｙ）から求められていた航空管制施設の軍民共用にともなう技術的 ・

経済的諸間題の分析，なとさまさまな開発契約かなされていた 。

　この事業部では，まずベセスダ（Ｂｅｔｈｅｓｄａ，Ｍａｒｙ１ａｎｄ）にあるＦ　Ｓ　Ｄシステム

ズ・ セソター（Ｆｅｄｅｒａ１－Ｓｙｓｔｅｍｓ－
Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｃｅｎｔｅｒ）が中心にた っており ，

ここで開発対象システムにおける情報処理にかかわる問題の全体的た分析がな

され，さらにそのようなシステムの中の重要なサブシステムの開発がつぎのよ

うなこの事業部のいくつかのテクニカル ・セソターに配分されることにな って

いた。　 ＦＳＤスペ ース ・カイタソス ・セソター（Ｏｗ・…Ｎ・ｗＹ・・ｋ）・ＦＳ

Ｄコブソド ・コソトローノレ ・セソター（Ｋｉｎｇｓｔｏｎ
，ＮｅｗＹｏｒｋ），ＦＳＤ コミュニ

ケーショソ
・セソター（Ｂｅｔｈｅｓｄａ，Ｍａｒｙｌａｎｄ）。

　＠　サプライズ事業部…… パソチカード，磁気テープ，その他のＩ　ＢＭ杜の

データ処理ツステムで使われる消耗品と付属品の，アメリカ国内での製造，調

達， 販売を担当していた。この事業部は，この当時，合計２１の製造所およひ配

送拠点をもっ て， 全国的なサービス網をつくっ ていた 。

　　の　電動タイプライター 事業部　　伝統的な電動タイブライターの他に ，

１９５８年に開発されたＩＢＭ６３２電子式タイピソグ ・カノレキ ュレータ（タイプライ

　ターと電子式計算機を１つのユニソトにしたもので ，送り状や注文書なとのヒソ子ス用

　書類作成に効力を発揮した）や，１９５９年シカゴのピアース ・ワイヤー・ レコーダ

　杜（ＰｅｉｒｃｅＷｉｒｅＲｅｃｏｒｄｅｒ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）からその製造 ・販売権を獲得したデ ィク

　テ＿シヨソ（口述）装置ＩＢＭ　ＥＸＥＣＵＴＡＲＹ（一種のテープ ・レコーダ）の製造と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１３）



　８８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

販売を担当していた・これらの製品の開発と製造はレキソントソ（Ｌｅ，ｍｇｔ。、
，

Ｋｅｎｔｕｃｋｙ）の製造所 ・開発研究所で行われていた
。

　ゆ　サービス ・ビ ューロー杜（ＳＢＣ）…… 先に〔１〕の（３）の◎でのべたように
，

この子会杜は，１９５７年１月，司法省が起していた反トラスト法違反訴訟で同意

審決を受諾した結果として，それまでＩ　ＢＭ杜が兼営していた受託データ処理

サーヒス事業を別会杜に分離したことによっ てできたものである 。Ｓ　Ｂ　Ｃは当

時， アメリカ全土に８３のブラソチ ・オフィスをもっ ており ，小大さまざまの会

杜にデータ処理サービスを提供していた。とくにボスト：■，ニューヨーク ，ロ
ス． アソゼルスたどのデータ処理セソター（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｃｅｎｔｅｒ）にはＩ　Ｂ

Ｍ杜の大型 コソピ ュータが稼動していた。Ｓ　Ｂ　Ｃはまた，多数の経験を積んだ

１■ステム ・アナリストを擁していて，顧客が求める技術開発，生産管理，業務

管理上のソステム的諸問題の解決に コソサルタソト的機能を果たしていた
。

　　　 Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜…… 先に〔１〕６（４）の◎でのべたように，こ
の子会杜は１９５０年，第２次大戦前より蓄積されてきていた，国外でのＩ　ＢＭ杜

の事業活動を統括する組織として設立されたものである 。１９５９年当時，Ｉ　ＢＭ

ワールド ．トレード杜はアメリカ以外の世界の８７ケ国で２２の製造所（工場
。

Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｍｇ　Ｐ１ａｎｔｓ）と４つの研究所（Ｌａｂｏｒａｔｒ・ｅｓ）
，およぴ２６２の営業拠点

（Ｓａ１ｅｓＯ冊ｃｅｓ）をもち，約２万９，０００人の従業員を擁していた。そして，その
経営実績は，すでに表２７で示したとおりであ った 。

　Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜は，上のような全世界的な拡がりをもつ事業活

動を統括するために・主要な国，地域で基本的に１００劣株式所有（完全支配彩

態）の子会杜を組織してい った。ここで，その当時のＩ　ＢＭワールド ・トレ＿

ト杜が統括する現地子会杜群を一覧表で示してみると，表２８のとおりである

（ただし ，１９６１年末現在）。

　表に示されているように，この段階でＩ　ＢＭ杜のアメリカ国外の現地子会杜

は合計４７杜に及んでいた。そして，この表を先に３の〔２〕で掲げた表１５と対比

してみればわかるように，すでにこの段階において，２０年後の１９８０年代はじめ

に網羅することになっていた地域の大体のところで，現地子会杜の設立が行わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　ＢＭ杜の組織変革１３）（坂本）

表２８　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）

　　　　の現地子会杜一覧（１９６１年）

　　　　　　　　　　　　　会　　　　杜　　　　名

ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａｌｉａ　Ｐｔｙ
．，

Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ　Ｏｓｔｅｒｒｅｉｃ ｈ， Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌｅ　Ｂｕｒｏｍａｓｃｈｉｎｅｎ

　Ｇｅｓｅ１ｌｓｃｈａｆｔ　ｍ．ｂ．Ｈ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　ｏｆ　Ｂｅｌｇｉｕｍ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ　Ｒｅｇｉｏｎ２

ＩＢＭ　ｄｅ　 Ｂｏ１ｉｖｉａ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　ｄｏ　Ｂｒａｓｉ１－Ｉｎｄｕｓｔｒｉａ，Ｍａｑｕｉｎａｓ　ｅ　Ｓｅｒｖｉｃｏｓ，Ｌｔｄａ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ ，Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ　ｄｅ　 Ｃｈｉ１ｅ　 Ｓ． Ａ． Ｃ．

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｏ１ｏｍｂｉａ，Ｓ．Ａ．（Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ

　　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ　ｏｆ　Ｃｏ１ｏｍｂｉａ，Ｓ．Ａ
．）

ＩＢＭ　Ｃｏｎｇｏ，Ｓ．Ｃ．Ａ．Ｒ ．Ｌ

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｏｓｔａ　Ｒｉｃａ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓｉａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

　　ＩＢＭ　Ｗｏｒｌｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ（Ｇｒｅａｔ　Ｂｒｉｔａｉｎ） ，Ｌｉｍｉｔｅｄ

Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａ／Ｓ（ＩＢＭ）

ＩＢＭ　ｄｅ１Ｅｃｕａｄｏｒ，Ｃ．Ａ

ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ，Ｌｔｄ

Ｏ． Ｙ． Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａ． Ｂ．

Ｃｏｍｐａｇｎｉｅ　ＩＢＭ　Ｆｒａｎｃｅ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

ＩＢＭ　Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ－Ｉｎｒｅｒｎａｔｉｏｎａ１ｅ　Ｂｕｒｏ　Ｍａｓｃｈｉｎｅｎ

　　Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ　ｍ．ｂ．Ｈ

ＩＢｌ〉Ｉ　ｄｅ　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ，Ｓ．Ａ．（Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ

　　ｌＭｌａｃｈｉｎｅｓ　ｏｆ　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ，Ｓ．Ａ
．）

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｈｏｎｄｕｒａｓ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｉｎｄｏｎｅｓｉａ，Ｌｉｍｉｔｅｄ　Ｎ．Ｖ

ＩＢＭ　Ｉｒｅ１ａｎｄ，Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ（Ｉｓｒａｅ１） ，Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ 　Ｉｔａ１ｉａ，Ｓ．ｐ．Ａ

ＩＢＭ　Ｊａｐａｎ，Ｌｔｄ

ＩＢＭ 　ｄｅ　 Ｍｅｘｉｃｏ，Ｓ．Ａ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１ｅ　Ｂｅｄｒｉｊｆｓｍａｃｈｉｎｅ　Ｍａａｔｓｃｈａｐｐｉｊ，Ｎ．Ｖ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｅｄｕｃａｔｉｏｎａ１Ｃｅｎｔｒｅ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍｅｃｈｉｎｅｓ　Ａ．Ｓ

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｐａｎａｍａ，Ｓ．Ａ．（Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ

　　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ　ｏｆ　Ｐａｎａｍａ，Ｓ，Ａ
．）

ＩＢＭ　Ｐｈｉ１ｉｐｐｉｎｅｓ，Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ

本拠所在地

Ａｕｔｓｒａ１ｉａ

Ａｕｓｔｒｉａ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｂｏ１ｉｖｉａ

Ｂｒａｚｉ１

Ｃａｎａｄａ

Ｃｈｉｌｅ

Ｃｏ１ｏｍｂｉａ

Ｃｏｎｇｏ　 Ｒｅｐｕｂｌｉｃ

Ｃｏｓｔａ　 Ｒｉｃａ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｅｎｇ１ａｎｄ

Ｄｅｎｍａｒｋ

Ｅｃｕａｄｏｒ

Ｅｎｇ１ａｎｄ

Ｆｉｎｌａｎｄ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｇｅｒｍａｎｙ

Ｇｕａｔｅｍａ１ａ

Ｈｏｎｄｕｒａｓ

Ｉｎｄｏｎｅｓｉａ

Ｉｒｅ１ａｎｄ

ＩＳｒａｅ１

Ｉｔａ１ｙ

Ｊａｐａｎ

Ｍｅｘｉｃ０

Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄｓ

Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄｓ

Ｎｏｒｗａｙ

Ｐａｎａｍａ

ＰｈｉｌｉｐＰｉｎｅｓ

８９

ＩＢＭ　ＷＴＣ

の株式所有
　　（％）

　　　１００

１００

１００ホ

１００ ホ

１００

１００

１００

１００

１００

１００ホ

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００ホ

１００ホ

ｌＯＯホ

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００“

１００

１００

１００

１００

１００ホ

１ＯＯ

１００ホ

（２１５）



９０
立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

会　　　杜　　　名
ＩＢＭ　ＷＴＣ

本拠所在地 の株式所有
（％）

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓｉａ－Ｐａｃｉ丘ｃ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ Ｐｈｉ１ｉｐＰｉｎｅｓ １００ホ

Ｃｏｍｐａｎｈｉａ　ＩＢＭ　Ｐｏｒｔｕｇｕｅｓａ，Ｓ．Ａ．Ｒ．Ｌ Ｐｏｒｔｕｇａ１ １００

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ

（Ｐｒｏｐｒｉｅｔａｒｙ） ，Ｌｔｄ （Ｕｎｉｏｎ　ｏｆ） １００

Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ１Ｍａｃｈｉｎｅｓ
，Ｓ．Ａ．Ｅ Ｓｐａｉｎ １００

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｓｖｅｎｓｋａ　Ａ．Ｂ Ｓｗｅｄｅｎ １００

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ　Ｒｅｇｉｏｎ１Ａ．Ｂ Ｓｗｅｄｅｎ １００

Ｉ・ｔ・…ｔｉ…１Ｂ・・ｉ・… Ｍ・・ｈｉ…（Ｅ・ｔ…ｉ・・Ｓ・ｉ…） Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ １００

ＩＢＭ　Ｔｈａｉ１ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｌｉｍｉｔｅｄ Ｔｈａｉ１ａｎｄ １００“

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　ｌＭａｃｈｉｎｅｓ　Ｔｕｒｋ
，Ｌｉｍｉｔｅｄ　Ｓｏｒｋｅｔｉ Ｔｕｒｋｅｙ １００

ＩＢＭ　ｄｅ１Ｕｒｕｇｕａｙ，Ｓ．Ａ Ｕｒｕｇｕａｙ １００

工ＢＭ　ｄｅ　Ｖｅｎｅｚｕｅ１ａ，Ｓ．Ａ Ｖｅｎｅｚｕｅ１ａ １００

　（注）　“ 印の企業の場合・１％ないしそれ以下の程度で，ＩＢＭワー ルド ・トレード杜以外の株式所有がある 。
　（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，月ｏ舳１０－Ｋ地クｏ〃，ユ９６１による

。

れていたわげである 。

　これらの現地子会杜が設立されていた諸国のうちで，さらにそこで製造所

（工場）が設立されていた国は１５ヶ国にのぽっていた。それらの国は，以下のと

おりである ・　　 アルゼソチ：■，オーストラリア，フラシノレ，チリ ，コロンヒ
ア， フラソス，西ドイツ，イタリｒ日本，メキシ コ， オランダ，ノルウェー
　　　　　　　　　　　　　　３２）
ベルー スエーデソ，イギリス 。

　３１）ＳＴＲＥＴＣＨ計画とその結末については ，Ｗｉｓｅ，Ｔ．ん，ＩＢＭ ｌｓ ＄５，０００，０００，０００

　　　 Ｇａｍｂ１ｅ，Ｆｏれ舳ｇ，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ，１９６６，ｐｐ１２２－１２３，Ｓｏｂｅ１，朋〃一ＣｏＺｏｓｓ〃ｓ閉

　　　 丁７伽ｓ”ｏれ・ＰＰ・１５６－１５７： 上掲邦訳，１９６～１９７べ一ジ，北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』

　　　８３～８４べ一ジを参照 。

　３２）以上・各事業部，子会杜については ，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ル舳ｏＺ　Ｒ砂ｏ〃 ，
　　　 １９５９・ＰＰ・１１－３０，ｄｏ・， １９６０，ＰＰ．８－２６による

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）　　（１９８３年６月２５目）

　　（訂正）

　　本誌第３１巻第４号（１９８２年１０月）および第５ ・６合併号（１９８３年２月）に掲載した本

　稿（１）・（２）の中で ，Ｉ　ＢＭ杜の前身ｒＣｏｍｐｕｔｍｇ－Ｔａｂ血ａｔｍｇ－Ｒｅｃｏｒｄ１ｎｇ　Ｃｏ」の省略

　表示が誤って大部分「Ｃ　ＲＴ杜」とた っています。上掲拙稿で「Ｃ　ＲＴ杜」とな って

　いるところをすべて「Ｃ　ＴＲ杜」と訂正していただきますとともに，読者諸氏には ，

　おわびいたします（筆者）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１６）


